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植物由来プラスチックスの研究開発動向
̶自動車用ナノ複合ポリ乳酸の視点から̶ ‥‥‥
日本の設計組織構造を考慮した
CADの研究開発 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
情報通信分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縡量子暗号システムの実用化への動き
縒国内の学術電子ジャーナルアーカイブ利用の枠組みが整う
環境分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縱ヒートアイランド現象による熱中症の増加傾向
縟石炭灰を再利用した保水性舗装の実証実験の開始
ナノテク・材料分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縉配向したカーボンナノチューブによる気体及び液体分離膜
エネルギー分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縋排熱を再利用するトランスヒートコンテナが実用化最終段階へ
社会基盤分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縢地震波（Ｓ波）の到達寸前の緊急地震速報を提供開始
フロンティア分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
繆国際宇宙ステーションの研究及び利用計画
その他の分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
繦中国の知的財産権保護強化に向けた取組
「注目すべきインドの発展と
 科学技術との関係を探るセミナー」‥‥‥
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植物由来プラスチックスの研究開発動向
̶自動車用ナノ複合ポリ乳酸の視点から̶
　地球規模のモータリゼーションが今後とも進展することが予想され、自動車の開発か
ら生産、使用、廃棄及びリサイクルにいたるすべての段階で環境負荷低減に取り組むこ
とが求められている。グローバルに炭酸ガスを把握してこれを低減推進することに重点
を置いて、地球にフレンドリーな技術で持続可能な社会構築が求められている。現在、
注目を集めている植物由来プラスチックスのうち、ポリ乳酸の研究開発動向を自動車用
ナノ複合材料の視点から述べる。ポリ乳酸は、穀物等の糖質から作られる、炭素３個を
骨格とする乳酸を高分子化した材料であり、これらのカーボンは大気中の炭酸ガスに由
来するものである。よって、ポリ乳酸は、生分解しようが、燃焼処理しようが、大気中
に放出されるカーボンの絶対量を増減させない、カーボン・ニュートラル材料であると
言える。
　「第３期科学技術基本計画」におけるナノバイオテクノロジー領域に関する課題とし
て、希少資源・不足資源の問題、有害物質対策、環境の改善や保全に向けて、革新的材料・
部材を開発することが掲げられている。「バイオマス・ニッポン総合戦略」においては、
バイオマスをプラスチックス等の製品へ変換する技術において、植物由来プラスチック
スの有効活用を推進することが目標として示されている。
　ポリ乳酸を自動車部品に応用する場合には、耐熱性、耐衝撃性等の機械的性質の大幅
な向上が求められるが、ポリ乳酸の機械的性質を向上させる方法を、ナノスケールから
マクロスケールまでの材料構造における複合化、結晶制御、分子制御の観点から研究開
発していく必要がある。ポリ乳酸の利用と普及を阻害している他の大きな要因の一つは、
プラスチックス原料のコスト高であり、そのコストは石油由来プラスチックス原料に比
べて数倍高い。コストの約 70％を占める重合前の精製乳酸プロセスのそれを大幅に低
くして、ポリ乳酸の製造コストを下げる方法の研究開発が必要である。また、国際的な
食料需給動向を踏まえ、自動車において大量にポリ乳酸が使用された場合の食料需給に
及ぼす影響も検討すべきである。試算によれば、自動車用プラスチックスの糖質量が直
ちに食料問題に影響を及ぼすことは考えられないが、余剰なバイオマス資源の有効利用
も求められる。
　将来的に植物由来プラスチックスを広く応用していくには、素材が持つナノスケール
からマクロスケールの構造を自動車の使用環境において十分な強度と信頼性を有するも
のに仕立てることがポイントである。自動車部品全体の比率から見れば、ポリ乳酸の採
用は小さな一歩に過ぎないが、今後着実に使用実績を積み重ねていけば、循環型社会実
現のための大きな一歩になり得ると考えられる。
科学技術動向
概　要
科 学 技 術 動 向　2006年 8月号
2 3Science & Technology Trends   August  2006
本文は p.23 へ
日本の設計組織構造を考慮した
CADの研究開発
　現在、日本の製造業は全産業の中で最も国際競争力のある分野である。この製造業の
強みを更に強くするため、総合科学技術会議は 2006 年の第３期科学技術基本計画の分野
別推進戦略で「ものづくり技術分野」における強化推進方策を示した。その中でもCAD
（コンピュータを用いた設計支援ツール）は戦略重点科学技術「日本型ものづくり技術を
さらに進化させる、科学に立脚したものづくり『可視化』技術」の重要な課題として取
り上げられている。日本の製造業の設計プロセスに最適化したCADを開発することによ
る、製造業の国際競争力の維持・強化のために推進すべき課題をまとめると下記となる。
盧 設計プロセスは上流から、企画→構想設計→詳細設計→実験・試作の工程があり、こ
のうち企画あるいは構想設計段階へのCADを戦略的に技術開発する必要がある
　製造業では1980年ごろから製品競争力を高めるために、設計プロセスにCADを導入し、
その情報処理能力により設計者のパフォーマンスを向上させる施策を年々強化してきた。
ところが、現在のCADは、技術的理由により設計プロセスの構想設計の最終段階あるい
は詳細設計および実験・試作の段階で使われ、企画段階あるいは構想設計の上流段階へ
は適用できない。製品の特徴的機能は企画あるいは構想設計段階で決まってしまう場合
が多いので、この段階へのCAD適用を可能にする研究開発が必要である。
盪 組織を越えた頻繁なコミュニケーションを可能にするCADを戦略的に技術開発する必
要がある
　日本の上流工程設計者は設計プロセス全体を見て、下流工程まで考えている。一方、
下流工程設計者は上流工程に品質向上などの重要事項のフィードバックを行う。この設
計活動が、製品の高品質化など価値を生み出し、日本の製造業の強みとなってきたと言
われる。現在利用されているCADは組織をこえた頻繁なコミュニケーションには対応し
ていない。このようなコミュニケーションを支援するには、①設計段階で生産プロセス
やメンテナンスも含めて下流工程の検討事項を取り扱え、②設計者が製品構造等を決め
た考え方を下流工程で活用できるデータが扱える、統合化されたCADの研究開発が必要
である。
蘯企画あるいは構想設計段階に対応する理論構築を目指した研究が必要である
　我が国は、製品モデル理論確立のための応用数学の研究者およびこの応用数学を駆使
できる技術者が少ない。また、製品モデル作成の基盤としての応用を前提にした応用数
学を教える講義を持つ大学は数えるほどしかない。今後、この部分には、戦略的な支援
が必要である。
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セミナー開催報告
 「注目すべきインドの発展と
科学技術との関係を探るセミナー」
　文部科学省科学技術政策研究所は駐日インド大使館との共催で、2006 年３月 30 日に
六本木アカデミーヒルズにおいて「注目すべきインドの発展と科学技術との関係を探る
セミナー」を開催した。近年話題となっている BRICs 諸国、特に大きく変化しつつあ
るインドは世界各国が注目するところとなっている。今回のセミナーは、駐日インド大
使館のご協力を得て、インドからの招聘者を含めた各講師にインドの科学技術とそれを
取り巻く環境についての講演をいただき、情報の不足しているインドの科学技術の最新
事情を知ることを目的とした。本セミナーには、この話題に関心を持つ研究者・技術者
および行政関係者など約 110 名が参加した。
　セミナープログラムの第１部では、駐日インド大使館のA. K. Thakur 公使から「イ
ンド経済の大きな変化」について、また、V. Shanker 科学技術参事官から「インドの
科学技術全般」に関しての講演がなされた。第２部では、インド情報通信省国立情報
学センター副所長 B. K. Gairola 氏から「インドの ICTにおける教育・研究開発・その
利用」について、拓殖大学大学院国際協力学研究科小島眞教授から「インドの人材活用
と日印関係の拡大の可能性」について、また、インド工科大学デリー校数学科長の B. 
Chandra 教授から「インドにおける数学教育と研究」についての講演があった。さらに
第３部では、キタテック社のH. Obrai 社長からインドで ITに次ぐ新興産業となってい
る「バイオテクノロジー産業の概観」について、科学技術政策研究所桑原輝隆総務研究
官から「論文分析に見るインドの科学技術の動き」について、また、インド科学技術省
から竹応用ミッションディレクターに任命されているV. S. Oberoi 氏から「竹の応用に
関する学際的な研究開発」についての講演があった。インドでは、国の長期ビジョンと
して「India Vision 2020」がまとめられ、それを目指すうえで具体的な学際的プロジェ
クトを進めようとしており、この竹応用プロジェクトもそのひとつである。
　また、特に今回のセミナーでは、近年注目されているインドの ICT産業やバイオ産
業の大きな発展が、かつてインドから米国へ渡った留学生がもたらした米印間の人的交
流効果に依るものであることが明らかにされた。インドから日本への留学生数の異常な
少なさが続くようでは、科学技術の日印交流が自然に増加していく可能性は極めて低く、
この点については具体的促進策を考えていくべきであろう。また、今後の日印間では、
両国の強みに補完関係があることに注目した交流強化が望ましい方向性と考えられる。
セミナー報告
概　要
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 情報通信分野 TOPICS Information & communication
　2006年 5月、三菱電機譁、日本電気譁、東京大学生産技術研究所が、異なるシステム間にわたる量
子暗号の相互接続実験に成功した。「量子暗号」とは、暗号鍵を安全に送る「鍵配送問題」を解決する手
法であり、絶対的な安全性を持つと言われている。「量子は計測した時点でその状態が変化する」 とい
う光子の性質を利用して確実に正しい暗号鍵を送る。盗聴者が暗号鍵に関する情報を盗もうとすると光
子の消失や情報の変化が起こるためデータの漏洩を未然に防ぐことができる。今回の実験は、実用化で避
けて通れない異なったシステム間での通信課題の克服へつながるものであり、量子暗号ネットワークの
実現に向けた一歩でもある。5年後を目標に、相互接続可能な量子暗号ネットワークの実用化を目指す。
トピックス1　量子暗号システムの実用化への動き
　2006 年５月、三菱電機株式会社（以下、三菱電
機）、日本電気株式会社（以下、NEC）、東京大学
生産技術研究所（以下、東大生研）は、量子暗号
システムの相互接続実験に国内で初めて成功した。
今までに海外では基礎実験レベルの報告があるが、
今回の実験は、実用化では避けて通れない、異な
ったシステム間を渡った通信課題の克服への動き
である。
　データに暗号をかけるとき（暗号化）、暗号化さ
れたデータを元に戻すとき（復号化）には暗号鍵
を用いる。この暗号鍵を当事者間だけで共有する
場合には、必要な相手に正しく暗号鍵を配送でき
るかという「鍵配送問題」が発生する。現在イン
ターネットで広く普及している暗号方式は、「公開
鍵暗号」と呼ばれ、「素数と素数の掛け算は簡単だ
が、その逆の素因数分解は難しい」という一方向
性の特徴を利用し、この「鍵配送問題」を回避し
ている。受信者は、掛け算の結果値を公開し（公
開鍵）これを送信者が暗号化で用いる。素数は受
信者が手元に秘密に保持し復元化で用いる。この
方式は、「暗号を解読するためには素数を求めるこ
とになるが、長い計算時間が必要とされるため事
実上困難」という計算機能力の限界を前提として
いる。そのため、解読が超高速に処理され現実的
な時間で成された場合には役立たなくなる。
　「量子暗号」技術は、「鍵配送問題」を解決する
新しい手法であり、絶対的な安全性を持つと言わ
れている。光の粒子である光子（光のような量子
は波と粒子の両性質を持つ）は、偏光（波の方向）
状態が複数とれるため、その状態に０と１の情報
を対応させることでデータを表現できる。１つの
光子に情報を載せることで量子力学の基本的な性
質（「量子は計測した時点でその状態が変化する」
という性質）が利用できる。通常の光通信は沢山
の光子をまとめて光子の量の大小（光の強弱）で
０と 1の状態を表すため、量子力学の基本的な性
質は現れない。「量子暗号」技術では暗号鍵の送信
者と受信者が受信結果を相互に交換して暗号鍵を
生成していく。この過程で盗聴者が暗号鍵を盗も
うとする（計測しようとする）と、光子の消失あ
るいは情報の変化が伝わるため盗聴を検知できる。
この絶対的な安全性を持つ「量子暗号」技術には、
単一光子の発生、微弱光の受信、伝送距離長の長
大化など実用レベルに向け解決すべき課題が多い。
　今回の研究結果は次の様に発表されている。「三
菱電機とNECがそれぞれで開発した量子暗号シス
テムをベースに、相互のシステムを接続するイン
ターフェース機能と暗号鍵を共有する機能を新た
に開発した。そして両社の端末間で相互通信する
実証実験を行い、複数の量子暗号システム間で利
用可能なことを確認すると共に、東大生研が、開
発した方式が安全であることを第三者として検証・
確認した。「量子暗号」では、暗号アルゴリズム
の詳細や通信に必要な光学機器の構成が標準化さ
れてないため、多者間通信ネットワークの構築が
課題だったため、今回の実験は、安全な中継点を
置けば、複数人の利用や「量子暗号」の通信距離
の問題を解決でき、また中継点を結んだ量子暗号
ネットワークの実現に向けた一歩を意味している。
今後も相互接続可能な量子暗号システムの研究に
取り組み、5年後を目標に量子暗号ネットワークの
実用化を目指す。」（下記URL参照）
　「量子暗号」の研究・開発に関する諸外国の動き
としては、米国ではDARPAプロジェクト、中国
では国家基盤研究プログラム、欧州連合（EU）で
はSECOQCプロジェクトなどがあり、研究・開発
が盛んに進められている。
参考： http://www.mitsubishielectric.co.jp/news/
 2006/0512.htm
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 情報通信分野 TOPICS Information & communication
　インターネットの普及につれて、学術論文雑誌の利用法は検索の容易性、即時性などの利点から電子
化が進み、特に文献検索はデータベースや検索エンジンを用いることが当たり前となってきた。2006
年 6月2日、国立情報学研究所（NII）は日本最大の学術電子ジャーナルアーカイブの公開を発表した。
国立大学図書館協会（JANUL）や公私立大学図書館コンソーシアム（PULC）と共同で、世界有数の学
術出版2社が出版する約1,000誌について、1847年まで遡る約280万論文、全巻1,900万ページ
分の電子ジャーナルアーカイブを導入し、国内の文献と合わせると、総アーカイブ件数はおよそ610万
論文にのぼる。NII に設置された電子ジャーナル・リポジトリ（NII‐REO）と呼ばれる電子ジャーナル
貯蔵庫に、大学図書館コンソーシアムからの学術誌の搭載依頼や各出版社からの許諾に基づいて、電子ジ
ャーナルがアーカイブされる仕組みである。NII が電子ジャーナルアーカイブを運用することで国内の大
学図書館等が電子ジャーナルを安定的に利用できる枠組みが整った。
トピックス2　国内の学術電子ジャーナルア カーイブ利用の枠組みが整う
　2006 年６月２日、国立情報学研究所（以下、
NII）は日本最大の学術電子ジャーナルアーカイブ
を公開すると発表した。NII は国立大学図書館協
会（JANUL）と公私立大学図書館コンソーシアム
（PULC）と共同で、世界有数の学術出版２社（独
Springer 社および英オックスフォード大学出版
局）注）が出版する約 1,000 誌について、1847年まで
遡る約 280万論文、全巻 1,900 万ページ分の電子ジ
ャーナルアーカイブを導入した。NII がこれまで蓄
積してきた国内の電子ジャーナルアーカイブとあ
わせると、総アーカイブ件数はおよそ 610 万論文
にのぼり、日本最大の学術電子ジャーナルアーカ
イブが実現した。
　1990 年代後半からインターネットが普及するに
つれて、検索の容易性、即時性などの利点から学
術論文雑誌の電子化が進んできた。近年では、文
献検索はデータベースあるいは検索エンジンを用
いた利用法が当たり前となっている。
　一般に、電子ジャーナルの利用はライセンス契
約が必要であるが、大学単位で契約交渉を行うの
は負担が重い。そこで大学組織を超えた大学図書
館コンソーシアムが形成され、交渉業務を一元化
し、効率化と低コスト化が図られている。今回、
NIIと大学図書館コンソーシアムである JANUL（国
立大学図書館等 92機関）、PULC（私立大学 139校、
公立大学 10校）が連携することによって、電子ジ
ャーナルの共同導入が可能となり、電子ジャーナ
ルアーカイブの安定的な利用と恒久的に保存でき
る枠組みが整った。
　今回発表の電子ジャーナルアーカイブは、大学
図書館コンソーシアムからの学術誌の搭載依頼お
よび各出版社からの許諾に基づき、NII 内に設置さ
れた電子ジャーナル・リポジトリ（NII‐REO）と
呼ばれる電子ジャーナル貯蔵庫に搭載される。公
開範囲は論文情報（簡略情報、抄録）の検索・表示、
およびPDF化された論文の本文である。論文の本
文は、大学図書館コンソーシアムの参加機関のう
ち導入大学等の利用者のみに限定されるが、論文
情報の検索・表示は無料で一般に公開される。今
回のアーカイブの実現によって、JANUL、PULC
に参加している大学等の機関がNII‐REOを利用
することにより、安定して共有財産を活用するこ
とが可能となる。
　今後、NII は大学との連携を強化し、引き続き
電子ジャーナルアーカイブの拡充を目指す。また、
今回の取り組みを足がかりに本そのものを電子化
する電子ブックなどの新たな学術情報の拡張も視
野に、最先端学術情報基盤の構築および整備を進
めていく。さらに、利用者の利便性向上、論文へ
の到達容易性を高めるために、民間サーチエンジ
ン等との連携も予定されている。
　紙媒体の学術論文誌は電子化されぬまま放置さ
れていることが多く、学術的にはもちろん歴史的
な意味合いからも大きな課題とされている。C科
学技術振興機構（JST）が明治期からの国内論文誌
の電子化を推進し、“Journal@rchive”というサー
ビスを 2006 年３月から開始している。国内の電子
ジャーナル化も活発化してきた。
注　独Springer社：科学、工学、医学系の学術雑誌で世界
第二位の規模。書籍ではトップクラスのシェアを有する。
英オックスフォード大学出版局：英国オックスフォード大
学の一部局。500年以上の歴史を持つ世界最大の大学出版部。
人文系の有力紙を多く含む。
参考　　NII プレスリリース資料：
http://www.nii.ac.jp/kouhou/NIIPress06_3-1.pdf
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　大都市では、ヒートアイランド現象の進行によって100年間に平均気温が2～3℃上昇し、熱中症が
発生しやすい環境となっている。症状が重くなると生命に危険が及ぶこともあり、猛暑であった2004
年には、熱中症による死亡者数は全国で449件にのぼった。
　熱中症の発症リスクが高まっていることを受け、環境省は、2006年 6月から本格的な予防情報の提
供を始めた。熱中症などに対する注意を促すことを目的に、熱中症患者速報、今日明日の暑さ指数、 暑
さ指数速報および熱中症への対処方法に関する知見などを提供する 「熱中症予防情報サイト」を開設し
ている。特に、暑さ指数 （WBGT：湿球黒球温度）は、人体の熱収支に影響の大きい気温と湿度、 輻
射熱（直射日光による熱エネルギー）の3つを取り入れた指標で、熱中症の危険度を示すことができる。
熱中症は、身近な問題として関心が高まりつつある。
トピックス3　ヒ トーアイランド現象による熱中症の増加傾向
　人間活動により大都市では、100年間に平均気温
が２～３℃上昇しており、ヒートアイランド現象
の進行が顕著となっている。
　ヒートアイランド現象によって、真夏日や熱帯
夜の日数が増加し、気温が 30℃を超える状況が長
時間化している。特に近年は、この影響によって
熱中症が発生しやすい環境となっている。熱中症
は、日最高気温が 29℃、30℃あたりから患者の発
生が見られ、33℃、34℃を越えるあたりから急激
に増加するという集計・解析結果があり、因果関
係が明らかになってきている。ヒートアイランド
現象が顕著な東京都内では、熱中症のため救急車
で搬送された患者数は1984年から増加傾向にある。
熱中症は症状が重くなると生命に危険が及ぶこと
もあり、2004 年は全国で熱中症による死亡者数は
449件あった。ヒートアイランド現象や地球温暖化
の影響として、人体への熱ストレスの増大が指摘
されており、日常生活における熱中症発症のリス
クを高めているといわれている。しかし、熱中症は、
充分に予防が可能である。
　こうした状況の中で、環境省は、熱中症に関す
る情報を強化した。熱中症などに対する注意を促
すことを目的に、熱中症患者速報、今日明日の暑
さ指数、暑さ指数速報および熱中症への対処方法
に関する知見などを提供するため、「熱中症予防情
報サイト」を開設している。特に、暑さ指数（WBGT：
湿球黒球温度）は、人体の熱収支に影響の大きい
気温と湿度、輻射熱（直射日光による熱エネルギー）
の３つを取り入れた指標で、暑熱環境評価として
有効な指標である。この指標は「WBGT指数に基
づく作業者の熱ストレスの評価―暑熱環境」とし
て JIS Z 8504、世界的にも ISO7243 として規格化
されている。2006 年６月からは、独自の湿球黒球
温度計などを設置し、実測値により毎時間の暑さ
指数の速報値も情報提供している。民間気象会社
でも、同様な熱中症予防情報を提供し始めた。
　熱中症は、真夏の日常生活に支障を来たす恐れ
も出てきたため、身近な問題として関心が高まり
つつある。
参考
1） 山本桂香（2005）：「都市におけるヒートアイラン
ド現象の緩和対策」科学技術動向No.54
日最高WBGT温度と熱中症患者発生率（2005 年）
熱中症予防情報サイト
http://www.nies.go.jp/health/HeatStroke/index.html
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　都市部におけるヒートアイランド現象を緩和する対策方法の一つとして、舗装路面の温度を低下させ
る技術開発が進められている。東京電力譁は、2006年 7月 10日から同社で開発した保水性舗装技術
の路面冷却効果や耐久性を検証する実証試験を開始した。このヒートアイランド抑制舗装は、石炭火力発
電所で発生した石炭灰を再生利用した、上下二層構造の保水性舗装技術である。従来の保水性舗装とは異
なり、雨水などを保水するだけではなく地中の水分を吸収することができるため、水の気化熱を利用した
路面の冷却効果を長時間持続することができる仕組みとなっている。本技術は実証試験による検証を進
め、平成19年度を目処に実用化される予定である。
トピックス4　石炭灰を再利用した保水性舗装の実証実験の開始
　東京電力譁は、同社で開発した保水性舗装技術
の路面冷却効果や耐久性を検証する実証試験を、
神奈川県横浜市中区の市道（生活用道路）にて、
2006年７月 10日から開始した（９月 30日まで）。
　ヒートアイランド対策大綱注）の中では、都市部
におけるヒートアイランド現象を緩和する対策方
法として、①人工排熱の低減、②地表面被覆の改
善、③都市形態の改善、④ライフスタイルの改善、
の４点が取り上げられている。このうち、②の対
策技術の一つとして、舗装路面の温度の低下を目
的とした保水性舗装や遮熱性舗装が開発されつつ
ある。一般的な舗装道路は、地表面をアスファル
ト層で完全に被覆した構造となっているため、雨
水は地中に浸透せず、また地中の水分も舗装表面
に浸透しない。この結果、真夏の路面温度は 60℃
にも達することもあり、ヒートアイランド現象を
引き起こす要因の一つであると考えられている。
また、一部の地域で現在利用されている保水性舗
装道路は、最上層の保水性アスファルト層が降雨
や散水等の水分を蓄える機能を持っているものの、
保水性アスファルト層と路盤層の間に水をとおさ
ない基層を設置しているため、地中の水分を活用
できず、降雨や散水が無いと２～３日で乾燥して
路面の冷却効果が失われるという課題があった。
　今回、実証試験が進められているヒートアイラ
ンド抑制舗装は、石炭火力発電所で発生する石炭
灰を再生利用し、その保水性を有効利用しようと
する技術である。構造は、厚さ約５cmの保水性
石炭灰アスファルト層（上層）と厚さ約10cmの保
水性石炭灰路盤層（下層）の二層からなっている。
上層は、アスファルトの空隙部（全体の 20～ 25％
が空隙）に、石炭灰や数種類の添加剤を配合して
作る保水剤が充填されており、ここに雨水などを
保水することができる。下層は石炭灰を原料とし
た微細な隙間を多く持つ砕石を使用することによ
り、上層から浸水した水分を保水するとともに、
地中の水分を長期にわたり豊富に蓄えることが可
能になる。なお、石炭灰は添加剤により加工処理
されて固定化されているため、灰に含まれる重金
属等の路床への拡散は防がれている。
　夏場の晴天時に上層が乾燥状態になると、下層
に蓄えられた水分は、毛細管現象により上層へ自
然供給され、地中の水分は下層へ供給される。こ
のように、地中から下層、上層への自然給水が可
能となるため、水の気化熱を利用した冷却効果（一
般舗装との比較で路面温度を 10℃程度冷却）を長
時間持続することができる。
　石炭灰を再利用した本舗装技術は、実際の路上
における実証試験を通して、その冷却効果の持続
性や耐久性の検証が進められ、その後、平成 19年
度を目処に実用化される予定である。
注　ヒートアイランド対策大綱：ヒートアイランド対策に
関する取組を適切に推進するため、ヒートアイランド対策
関係府省連絡会議が取りまとめた対策要綱（2004年３月）。
東京電力譁ホームページ：
http://www.tepco.co.jp/cc/press/betu05_j/images/051004a.pdf より
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　配向したカーボンナノチューブ膜で、気体及び液体透過率の良い膜が得られることが分子動力学的に
予測されていたが、作製技術が確立されていなかった。ローレンス・リバモア国立研究所の研究者らは、
平均内径が1.6nmであるカーボンナノチューブを基板に垂直に多数配向させた膜の作製に成功した。
この膜を用いて気体と液体の透過流量の測定を行った結果、気体の透過流量は、クヌーセン拡散モデルに
基づく予測値を一桁以上超えるものであった。また、水の透過流量は、連続体の流体力学モデルに基づく
計算値よりも三桁以上大きくなり、流速は分子動力学によるシミュレーションから推定されるものと同
等になった。配向カーボンナノチューブ膜の気体及び液体の透過流量は、市販されているポリカーボネー
ト膜のそれと比較して、ナノチューブの内径がポリカーボネート膜の孔径より一桁小さいにもかかわら
ず、数倍大きい。大面積化の製造プロセスが開発できれば、この膜は省エネルギーかつ低コストの海水淡
水化膜や炭酸ガス分離膜へ応用できる。
トピックス5　配向したカーボンナノチュー ブによる気体及び液体分離膜
　一般に、膜による気体及び液体分離には、蒸留
または吸着による分離方法に比べて、高コストで
あるが、消費エネルギーが少ないという利点があ
る。内径が１nmから２nmの配向カーボンナノチ
ューブ膜を用いて気体及び液体を分離すれば、使
用エネルギーも大幅に低減でき、かつ、透過率も
極めて良いだろうということが、分子動力学法に
よるシミュレーションで予測されていた。しかし、
これまで、２nm以下の細孔径を有し、緻密に配向
したカーボンナノチューブ膜を作製する技術がな
かった。
　ローレンス・リバモア国立研究所の研究者らは、
内径が 1.3nmから２nm（平均内径は 1.6nm）であ
るカーボンナノチューブが基板に垂直に多数配向
した膜の作製に成功した。この膜の作製方法は、
最初に、シリコン基板上に金属ナノ粒子触媒をコ
ーティングし、この基板にほぼ垂直にカーボンナ
ノチューブを成長させた。続いて、化学蒸着法を
用いて、各ナノチューブの隙間を窒化ケイ素で埋
め、各ナノチューブとシリコン基板との密着性を
高めた。その後、アルゴンイオン・ミリングによ
り窒化ケイ素を部分的に除去し、更に、ナノチュ
ーブキャップをイオンエッチングで除去し、最後
に基板を水酸化カリウムでエッチング処理して、
多数の配向カーボンナノチューブの貫通孔を有す
る膜を得た（右図）。
　この配向カーボンナノチューブ膜の気体透過流
量は、クヌーセン拡散注）モデルに基づく予測値を
一桁以上超えるものであった。水の透過流量は、
連続体の流体力学モデルに基づく計算値よりも三
桁以上大きくなり、その流速は分子動力学シミュ
レーションから推定されるものと同等になった。
さらに孔径を小さくしていくと、流速の巨大な
増加がみられ、流体力学による計算値より、最大
１万倍も速くなった。配向カーボンナノチューブ
膜の気体及び液体透過量は、市販のポリカーボネ
ート膜と比較して、ナノチューブの内径がポリカ
ーボネート膜の孔径より一桁小さいにもかかわら
ず、数倍大きい。以上の結果は、ナノチューブの
滑らかな内周面、または、ナノスケール特有の物
質移動メカニズムに起因すると考えられるが、こ
れまでの巨視的な連続体の流体力学的取り扱いで
はこのメカニズムを説明できない。ナノスケール
領域において有効な、気体及び液体の輸送に関す
る基礎的研究が必要とされることになった。
　今回開発された膜には、大面積化等の課題が解
決されれば、省エネルギーかつ低コストな海水淡
水化膜や炭酸ガス分離膜へ応用できる可能性があ
る。本研究成果は、2006年５月 19日付のサイエン
ス誌で発表された。
注　クヌーセン拡散：容器壁と気体分子の衝突のみで現象が
決まる圧力領域で、気体及び液体が自発的に広がる現象。
配向カーボンナノチューブ膜の作製プロセス
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　環境省 「地球温暖化対策技術開発事業」において、工場等の排熱を専用コンテナで輸送する 「トラン
スヒートコンテナ」システムの実用化にあたり、年間を通した熱利用を可能とする冷房への適用を目的と
した実証試験が、東京都下水道局清瀬水再生センターで開始された。日本全国の清掃工場では未利用の排
熱が年間約9.8 万 TJ放出されているが、本システムが実用化された場合、ボイラー燃料使用量 （Ａ重
油換算）約250万褌の削減に寄与し、二酸化炭素排出量を大幅に削減可能となる。
トピックス6　排熱を再利用するトランスヒー トコンテナが実用化最終段階へ
　三機工業譁および北海道大学エネルギー変換
マテリアル研究センター秋山友宏教授らは、環境
省「地球温暖化対策技術開発事業」の一環として、
2006 年度までの三カ年計画で、トランスヒートコ
ンテナの実証試験に取り組んできた。実用化への
最大の課題とされる 100℃程度の低温排熱を冷房用
に活用する実証試験をこのほど開始した。
　「トランスヒートコンテナ」システムは、未利用
の排熱を利用可能とするエネルギーの有効利用技
術で、製鉄所、発電プラント等の工場や、下水汚
泥焼却プラント、ごみ焼却プラントなどから発生
する 200℃以下の低温排熱を、コンテナ内の「潜熱
蓄熱材注）」に高密度に蓄え、病院やオフィス、公
共施設などへトラックで輸送し、熱エネルギーと
して利用するものである。
従来の熱供給は、温水を直接導管を介して供給す
る方式が一般的であるが、これと比較して、トラ
ンスヒートコンテナには下記のようなメリットが
ある。
① 配管敷設の制約に縛られず、インフラ整備コスト
も大幅削減可能
② 遠方に熱供給可能（従来２km→本方式 20km）
③ 中低温（100℃～）の排熱を活用可能
　今回の実証試験では、東京都下水道局清瀬水再
生センター（東京都清瀬市）内の汚泥焼却施設か
ら発生する排熱を、トランスヒートコンテナシス
テムで約 2.5km離れた清瀬市民体育館に輸送し、
吸収式冷凍機で冷房として利用した。輸送した排
熱の利用方法としては、これまでは冬場の暖房を
中心に検討が進められてきたが、夏場も利用する
ことが実用上の課題であり、冷房用途が実現すれ
ば、年間を通じた排熱の有効活用が可能となる。
　本システムの技術的な改善点は、コンテナ内部
で潜熱蓄熱材と熱媒油が直接熱交換する構造とす
ることで、熱交換器が不要な構造とした点にある。
この結果、熱交換ロスが低減し、蓄熱容量は同量
の温水に比べて約３倍となる。コンテナ一台あた
りで輸送可能な熱エネルギーは、一般世帯で使用
する55日分に相当する。日本全国の清掃工場では、
未利用の排熱が年間約 9.8 万 TJ放出されている１）
が、本システムを導入した場合、ボイラー燃料使
用量（Ａ重油換算）を約 250 万褌削減することが
可能となる。この値は、国内民生部門の二酸化炭
素排出量の約 1.7％にあたる約 670 万 t‐CO2 の削
減に相当する２）。
参考 1）  「工場群の排熱実態調査研究」、譛省エネルギ
ーセンター
  http://www.eccj.or.jp/wasteheat/index.html
 2）  http://www.env.go.jp/earth/ondanka/ghg/
2004gaiyo.pdf
注　潜熱蓄熱材：物質が相変化（固体⇔液体、液体⇔気体）
する際の潜熱を熱エネルギーとして蓄える物質。排熱の温
度域により使用物質を変えている。
トランスヒートコンテナシステムの概要
図表提供：三機工業譁
写真提供：三機工業譁
トランスヒートコンテナ実証機の概観
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 社会基盤分野 TOPICS Infrastructure
　気象庁は「緊急地震速報の本運用開始に係る検討会」の中間報告を踏まえ、2006年 8月1日から先
行的に、利用を希望する鉄道、医療、建設、製造、大学、研究機関などに対し、緊急地震速報の情報提供
を開始した。このシステムは、震源近くの観測点で検知される伝播速度の早いＰ波のデータから、震源・
地震規模・Ｓ波到達予定時刻などを即時的に求め、この情報を揺れの大きいＳ波が到達する前に各利用
機関に提供し、地震被害の防止・軽減を図ろうとするものである。これは、気象庁と防災科学技術研究
所が産学の協力を得て進めてきた 「高度即時的地震情報伝達実用化プロジェクト」の成果が活用されて
いる。
トピックス7　地震波（Ｓ波）の到達寸前の緊急地震速報を提供開始
　中央防災会議が決定した防災基本計画や首都
直下地震対策大綱のなかで、地震による被害の軽
減に資するために緊急地震速報を提供すること
や、これを活用した防災対策をとることが位置づ
けられている。
　気象庁・防災科学技術研究所は、産学の協力を
得て、Ｓ波注２）の到達寸前に緊急地震速報を提供
する技術の実用化推進事業を進めてきた。この
成果として、気象庁は「緊急地震速報の本運用開
始に係る検討会」の中間報告を踏まえ、2006 年
８月１日から、列車やエレベータ、生産ライン等
の一時停止などの設備制御や、工事現場におけ
る作業員の安全確保などに利用を希望する鉄道、
医療、建設、製造、大学、研究機関などに対して、
緊急地震速報の先行的な提供を開始した。
　このシステムは、震源に最も近い観測点で捉え
た伝播速度の速いＰ波注１）のデータにより、震源、
地震の規模、各地の予想震度、Ｓ波到達予定時刻
を秒単位の短時間で自動的に推定し、これらの情
報を揺れの大きなＳ波の到達前に、各利用機関に
リアルタイムで提供する。各利用機関は防災対策
を講じる１～数十秒の時間的余裕を得られるこ
とにより、地震被害の防止・軽減を図ることがで
きる。この緊急地震速報は、震源地のマグニチュ
ードが 3.5 以上、または最大震度が３以上と推定
された場合、もしくはいずれかの観測点において
Ｐ波またはＳ波の振幅が 100 ガル以上となった
場合に提供される。
　このシステムには、文部科学省「経済活性化
のための研究開発プロジェクト」の１つとして、
2003 年度から開始された「高度即時的地震情報
伝達実用化プロジェクト」の成果が活用されて
いる。気象庁と防災科学技術研究所は連携して、
地震データを自動的に分析する研究や、それらの
情報を揺れの大きいＳ波到達前に迅速に利用機
関に伝送するシステムの開発などを行ってきた。
　このシステムには、気象庁が開発した「ナウキ
ャスト地震情報」と防災科学技術研究所が開発し
た「リアルタイム地震情報」の統合化や、防災科
学技術研究所が開発した、少ないデータでも震源
を決定できる着未着法（Ｐ波の到達・未到達デー
タを用いた震源決定）が取り入れられている。
　現在の観測点は、気象庁の観測網 203 ヶ所と
防災科学技術研究所高感度地震観測網（Hi‐net）
の 763 ヶ所であり、これらの観測点ではデータの
リアルタイム化が可能である。しかし、Hi‐net
は震度４以上の地震では地震計が振り切れて測
定ができなくなる可能性がある。Hi‐net の観測
井のうちの 681 ヶ所には、大地震時にも振り切
れない基盤強震観測網（KiK‐net）も配備されて
いるが、通信費削減のため、この観測網はデータ
がリアルタイム化されていない。一日も早くこれ
らもリアルタイム化することが望まれる。また、
現在の緊急地震速報は、震源直上やその近辺の
地震、あるいは内陸の浅い地震などに対しては、
Ｓ波の到達前の情報提供ができないという技術
的限界がある。
　昨今の地震災害の頻発を背景に国民の防災情
報に関する意識は高くなってきており、システ
ムの実用化に対する期待は大きい。しかし、今回
の先行的な情報提供を国民全体へ広げる際には、
上記のような技術的限界に加え、集客施設などで
のパニック発生も懸念される。実際に緊急地震
速報を受信したら、どの様に行動すべきか訓練
を行っておくことが重要である。今後、情報提供
のあり方や意義などを、国民一人一人に周知し、
理解を得ていく必要がある。
注１　Ｐ波（Primary Wave）：はじめの小さい揺れで、地
表付近での速度は約６～７Km/s
注２　Ｓ波（Secondary Wave）：あとに続く大きな揺れで、
地表付近での速度は約3.5 ～４Km/s
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 フロンティア分野 TOPICS Frontier
　2006年 6月、米航空宇宙局（NASA）は、米国上院商務・科学・運輸委員会及び下院科学委員会に対し、
「国際宇宙ステーション（ISS）の研究及び利用計画」を提出した。ISSにおいてNASAが達成すべき
科学研究、戦略的研究、商業利用、技術開発目標などが記述されている。ISSの役割を長期間の有人宇宙
探査のための有効な基礎研究の場であると位置付け、「非探査」に区分される微小重力環境での研究も一
定の予算を確保して推進することが明確化された。ISSの組立て完了に向けて、2006年 7月 4日、ス
ペースシャトル・ディスカバリーにより ISSへの利用補給を行うミッションが打ち上げられ、7月17
日に無事帰還した。コロンビア事故後の打上げ再開試験飛行に2回連続で成功したことで、ISS組立て
再開のミッションの打上げが8月27日以降に予定されている。このミッションを皮切りに、ISS建設
が急速に進展するものと予想される。
トピックス8　国際宇宙ステーションの研究及び利用計画
　2006 年６月、米航空宇宙局（NASA）は、米
国上院商務・科学・運輸委員会及び下院科学委員
会に対し「国際宇宙ステーション（ISS）の研究
及び利用計画」と題する報告書を提出した。この
報告書は 2005 年 12月に制定されたNASA授権法
（NASA Authorization Act of 2005, Public Law 109
‐155）に基づいて作成されたものである。同授権
法では、「NASAは、授権法制定から 90日以内に
米国上院商務・科学・運輸委員会及び下院科学委
員会宛てに、NASAによる ISS利用に関する研究
計画及び ISS の最終的な構成案を作成すること」
と規定されている。また、NASAに対し、ライフ
サイエンスや物質科学の地上及び宇宙での研究に、
ISS予算の 15％以上を配分することも求めている。
　本報告書には、国際宇宙ステーション計画にお
いてNASAが達成すべき科学研究、戦略的研究、
商業利用、技術開発目標や ISSの現状などが記述
されている。この中で、「長期間にわたる有人宇宙
飛行の人体への影響」が研究テーマのトップに掲
げられている。
　2004年にNASAが発表した「新宇宙探査ビジョ
ン」においては、米国の宇宙開発の意義は「探査」「成
長」「安全保障」と定義されていたが、将来の有
人月探査や有人火星探査まで視野に入れた「探査」
の優先度の高さが突出していたため、「探査」以外
の分野である微小重力環境でのライフサイエンス
や物質科学の研究の優先度が相対的に低下し、ス
ペースシャトル・コロンビア事故後の対策にも手
間取っていて、ISS計画の進捗が遅れていた。今回
の新たな研究・利用計画においては、ISSの役割を
「探査」と「非探査」（non‐exploration）に区分し、
「探査」の象徴である長期間の有人宇宙探査の技術
開発のために ISSが有効な基礎研究の場であると
位置付けると同時に、「非探査」に区分される微小
重力環境でのライフサイエンス及び物質科学の研
究にも一定の予算を確保して推進することが明確
化された。
　このような研究・利用計画を実現するためには、
ISSの組立てをなるべく早期に完了させることが必
須である。2006 年７月４日（日本時間７月５日）、
NASAはスペースシャトル・ディスカバリーにより
STS‐121ミッションを打ち上げた。このミッション
は、2005年 7月のSTS‐114ミッションに続き、コ
ロンビア事故後の打上げ再開試験飛行の２回目と位
置づけられ、ISSにドッキングして補給物資や実験
装置を搬入する利用補給を行った。実験装置など
の補給物資はスペースシャトルの貨物室に収納さ
れる「レオナルド」というイタリア製の多目的補
給モジュール（MPLM①）に積み込まれて輸送され
た。飛行期間が１日延長できたため、船外活動を
１回増やすなど、ISS完成へ向けた準備や訓練が行
われ、７月 17日に無事帰還した。NASAはコロン
ビア事故後のスペースシャトル信頼性向上対策や
２回の試験飛行などで、約23億ドルを費やした。
　NASAは、引き続き８月 27日以降にスペースシ
ャトル・アトランティスによりSTS‐115ミッショ
ンを打ち上げる予定である。このミッションでは、
ISSの構成要素であるP3及び P4（Ｐは左舷の略）
トラスと太陽電池パネルなどを輸送し、組み立て
ることになっている。このミッションを皮切りに、
ISS建設が急速に進展するものと予想される。
①MPLM：Multi-Purpose Logistics Module
科 学 技 術 動 向　2006年 8月号
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　中国政府は知的財産権の保護強化に向けた取組を加速させている。2006年 3月、国家知識産権局は
知的財産権の保護及び違法行為の調査、取締りの強化を目指した 「2006年中国知的財産権保護行動計
画」を発表した。同計画により、全国50の都市に知的財産権保護ネットワークを構築するプロジェクト
が進められている。中国政府が取組強化を進める背景には、国際社会から保護強化を迫られているだけで
はなく、中国政府内においても保護強化の不徹底は中国経済の発展を阻害するとの危機意識が高まって
いることが挙げられる。中国政府は、2001年のWTO加盟前後から知的財産権保護に関する種々の法
整備を進めてきているものの、ソフトウエアの不正コピーの横行など違法行為が後を絶たず、加盟国とし
て義務の遵守を求められてきた。
トピックス9　中国の知的財産権保護強化に向けた取組
　第 11次五ヵ年計画において知的財産権の保護強
化を掲げる中国は、関連法の改正、法執行システ
ムの健全化、違法犯罪行為の取締りの厳格化など、
知的財産権の保護強化のための取組を様々なレベ
ルで強化・加速させている。
　2006 年３月、国家知識産権局は知的財産権の保
護及び違法行為の調査、取締りの強化を目指した
「2006 年中国知的財産権保護行動計画」を発表し
た１）。同行動計画には公安部、情報産業部、商務
部、文化部、版権局など 11の関連機関の知的財産
権保護計画が含まれ、同計画に基づいて商標、版
権、特許、税関に関する 17の法律、法規、条令が
起草または改定される。また、商務部は2006年５月、
行動計画に基づき 2006 年より全国 50の都市に知
的財産権保護ネットワークを構築するプロジェク
トを開始すると発表した。さらに、7月１日より信
息網絡伝播権（情報ネットワーク配信権）保護条例
が施行され、これにより著作権者のネットワーク上
の情報配信権の保護強化が図られることとなった。
　このように、中国政府が知的財産権保護に向け
た対応強化を進める背景には、中国政府に対して
知的財産権の保護強化を迫る米国など諸外国の追
及姿勢がある一方、中国内でも知的財産権保護強
化の不徹底は中国経済の発展を阻害するとの危機
意識が高まっていることなどが挙げられる。中国
政府は、近年の海外企業との知的財産権をめぐる
争いの主な特徴として、訴訟件数の拡大や賠償金
の高額化、ハイテク分野への拡大などを挙げ、知
的財産権を巡る諸外国との争いが新たな段階に入
ったとの認識を示している２）。
　中国政府は、これまでにもコンピュータソフト
ウェア保護条例（2001年）、コンピュータソフトウ
ェア著作権登録弁法（2002年）、展示会知的財産権
保護弁法（2006 年）の制定など、2001 年のWTO
加盟前後から知的財産保護に関する種々の法整備
を進めてきている。しかし、ソフトウェアの不正
コピーの横行など違法犯罪行為が後を絶たず、日
欧米などWTO加盟国は中国の義務履行状況のレ
ビュー（経過的審査）等を通じて中国政府に義務
の遵守を求めてきた。
　特に米国は、2006年２月、米国通商代表部（USTR）
が中国のWTO加盟後初となる対中通商政策に関
する包括的な検証結果をまとめたレポートを議会
に提出した３）。中国との通商関係が新しい段階に
入りつつあると結論づける一方、中国がWTO加
盟国としての一定の義務を履行していないとして、
USTRの対中国情報収集能力の拡大、北京におけ
る通商交渉能力の拡大及び、中国エンフォースメ
ント・タスクフォースの設置など対中通商体制の
強化策を打ち出した。また、４月には知的財産権
侵害の特定と制裁に関する 2006年報告書“2006ス
ペシャル 301 レポート”において、昨年に引き続
き中国を他の 13カ国とともに「優先監視国」に
指定した４）。中国政府の取組に一定の評価を示し
つつも、映画、音楽、出版、ソフトウェアなどの
海賊行為や偽造は許容しがたいレベルにあるとし、
中国政府にさらなる対応を迫っている。
　今後、中国は知的財産権保護行動計画を確実に
実行することで国際社会に結果を示し、WTO加盟
国として世界経済の発展に責任ある役割を果たし
ていくことが一層求められると考えられる。
参考
1） 2006年 3月 9日付中華人民共和国商務部リリー
ス 及 び 2006 年 6 月 14 付 Intellectual Property 
Rights Protectionリリース。
2）2006年 6月 19日付新華網。
3） 2006年 2月 14日付米国通商代表部（USTR）プ
レスリリース。
4） USTR̶2006 Special 301 Report U.S.̶China 
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科学技術動向研究
植物由来プラスチックスの
研究開発動向
̶自動車用ナノ複合ポリ乳酸の視点から̶
河本　　洋
ナノテクノロジー・材料ユニット
　工業製品の大量生産、大量消費
の時代から、資源保全、再使用、
再資源化を大事にする再生社会・
循環型社会の構築が課題となって
いる。エネルギー消費と温暖化、
資源の循環、環境負荷物質等のテ
ーマに対し、企業活動である商品
の開発設計、調達生産、販売及び
リサイクル等の各分野で取組項目
を明確にして具体的な実施事項及
び目標を策定して推進することが
求められている。自動車において
は、地球規模のモータリゼーショ
ンが今後とも進展することが予想
され、自動車の開発から生産、使
用、廃棄及びリサイクルにいたる
すべての段階で環境負荷低減に積
極的に取り組むことが要求されて
いる。再生社会・循環型社会の到
来を念頭に置き、グローバルに炭
酸ガスを把握して、これを低減推
進することに重点を置いて、地球
にフレンドリーな技術で持続可能
な社会を構築することが不可欠で
ある１）。
　「第３期科学技術基本計画」に
おけるナノバイオテクノロジー領
域に関する課題として、環境と経
済を両立して持続可能な循環型社
会を実現するために、希少資源・
不足資源の問題、有害物質対策、
環境の改善や保全に向けて、産業
競争力の維持・強化のための次世
代を担う革新的材料・部材等を開
発することが掲げられている２）。
また、「バイオマス・ニッポン総
合戦略」においては、バイオマス
をプラスチックス等の製品へ変換
する技術として、植物由来プラス
チックスの有効活用を推進するこ
とが目標として示されている３）。
温室効果ガスである炭酸ガスの排
出量を削減する様々な対策方法が
これまで検討されてきたが、その
一つとしても、化石燃料由来製品
の代替としてのバイオマスの利用
が挙げられている。
　ここでは、カーボン・ニュー
トラル材料注１）として注目を集め
ている植物由来プラスチックスの
内、ポリ乳酸の研究開発動向を、
特に自動車用ナノ複合材料の視点
から述べる。ポリ乳酸が有する工
業性を自動車内装部材へのポリ乳
酸の応用状況の現状を通して紹介
する。また、自動車用プラスチッ
クスをすべてポリ乳酸で代替した
場合の世界のバイオマス糖質収量
への影響についても考察する。
2   カーボンニュートラル材料としての植物由来プラスチックス蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　バイオマス由来プラスチック
スはバイオマスを原料として利
用するプラスチックスであり、こ
れらのプラスチックスは、微生物
が体内でバイオマスを重合して
作られる微生物由来系、バイオ
マス自体をポリマーとして利用す
る天然物由来系、バイオマス由来
モノマーを化学的に重合して作ら
れる化学合成系に大別して分類さ
れる４～６）。その中で、植物由来
プラスチックスとは、植物を原料
として利用するプラスチックスを
指し、化石資源を原料とするもの
を除いた、これらのプラスチック
スはバイオマス由来プラスチック
スの主要な部分を占める。植物由
来プラスチックスでは、分解され
て発生する炭酸ガスは、元はとい
えば大気中にあった炭酸ガスであ
る。よって、ライフサイクル全体
注1　カーボン・ニュートラル材料：
材料のライフサイクル全体に渡って、
大気中の炭酸ガスの増減に影響を与え
ない材料のことをカーボンニュートラ
ル材料と呼ぶ。カーボンとは炭素のこ
とである。
■用語説明■
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で見ると、製造段階のエネルギー
消費を除けば炭酸ガスを増加させ
ないので、植物由来プラスチック
スはカーボン・ニュートラルな再
生可能な材料と定義されている。
　最近、建築材料、家電製品の筐
体材料、自動車の内装及び外装材
料等として注目されている植物由
来プラスチックスにポリ乳酸があ
る。このポリ乳酸を例にして、図
表１に植物由来プラスチックス使
用による炭素の循環を示す７、８）。
ポリ乳酸は、主として、とうもろ
こし、サトウキビ、サツマイモ等
の糖質をから作られる、炭素３個
を骨格とする乳酸を高分子化した
材料であり、これらのカーボンは
大気中の炭酸ガスに由来するもの
である。よって、ポリ乳酸は、生
分解しようが、燃焼処理しようが、
大気中に放出されるカーボンの絶
対量を増減させない、カーボン・
ニュートラル材料であると言う
ことができる。更に、使用済み自
動車から低コストで効率的にポリ
乳酸部品を回収することができれ
ば、これらの部品から、ポリ乳酸
の原料である高純度の乳酸モノマ
ーを再度製造することが可能であ
る。ポリ乳酸部品をリサイクルす
ることにより、限られた植物資源
を有効活用するばかりではなく、
部品を焼却する際に発生する炭酸
ガスを低減することができる。
図表１　植物由来プラスチックス使用による炭素の循環
 （ポリ乳酸の場合）
参考文献７、８）を基に、一部変更及び追加して構成
3   植物由来プラスチックスの研究開発状況 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
３‐１
ポリ乳酸が注目される理由
　植物由来プラスチックスの中で
のポリ乳酸の優位性を、原料供給
や工業性等の観点から模式的に図
表２に示す。とうもろこし、サト
ウキビ、サツマイモ等のでんぷん
を酵素で分解すると糖が得られ、
その糖を発酵させて乳酸が作られ
る。その後、乳酸を重合させてポ
リ乳酸が作られ、改質及び成形加
工を経て各種のプラスチックス製
品が製造される。このプラスチッ
クスは、数ヶ月が経つとバクテリ
アにより分解されて土に戻る、生
分解性材料である。ポリ乳酸は、
でんぷん系作物以外にも、廃棄さ
れる紙、食品廃棄物、製材時の残
材、間伐材、稲・麦わらやもみ殻
等の豊富な再生可能バイオマス資
源から合成可能であり、各種植物
由来プラスチックスの中でも工業
材料としての多くの実績が上げら
れている。原料からプラスチック
ス・ペレット化までの生産エネル
ギーが石油由来プラスチックスに
比較して少ない上に、石油由来プ
ラスチックスの製造プロセスの流
用も可能であり、製品形態及び用
図表２　工業材料としてのポリ乳酸の優位性と課題
ﾊﾞｲｵﾏｽ由来ﾌﾟﾗｽﾁｯｸｽの分類
 ･微生物由来系
 ･天然物由来系
 ･化学合成系
　　　 原料面の利点
･再生可能植物資源:豊富
･生分解性:微生物で分解
･工業生産ﾊﾞｲｵﾏｽ由来ﾌﾟﾗｽﾁｯｸｽ:実績が多い 
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途が多種類にわたる等の多くの利
点がポリ乳酸にはある。しかし、
ポリ乳酸を耐久消費部材等まで応
用を拡大するには、耐熱性や機械
的強度に関わる材料特性の更なる
向上が不可欠であり、まだ、石油
由来プラスチックスに比べて製造
プロセスの経験が少なく、高価で
ある等の課題がある６、９、10）。
３‐２
自動車内装部品への
ポリ乳酸の応用
　ポリ乳酸製部品の応用による
循環型社会にもたらされる効果
は大きいと考えられる。特に、自
動車に本格的に採用されようとし
ており、この分野で開発された
部品の他の分野への応用発展性は
高い。すでに国産市販車に搭載さ
れたケナフ繊維強化ポリ乳酸製の
スペアタイヤカバー、ポリ乳酸繊
維製のフロアマットを図表３に示
す７、11）。ケナフは、温帯から熱帯
地方にかけて生育する繊維質の多
い一年草で、成長が早くて炭酸ガ
ス吸収能力が高く、有用なセルロ
ース成分を多く含む植物であり、
この茎から長く強い繊維が得られ
る。スペアタイヤカバーはケナフ
繊維で強化されたポリ乳酸で製作
されており、ポリ乳酸とケナフ繊
維との複合材料にすることで、雰
囲気温度の上昇による弾性率低下
の抑制と耐衝撃性の向上が達成さ
れている。ポリ乳酸には加水分解
性があるが、ポリ乳酸に残存する
乳酸モノマーの二量体であるラク
チドが加水分解性に影響を及ぼす
ことが見出され、この残存ラクチ
ドを極端に少なくすることで、自
動車の重要な使用環境条件の一つ
である湿度に対するスペアタイヤ
カバーの長期間に渡る耐久性が確
保されている７）。
　ポリ乳酸製の部品が市販車に使
われた場合、これらの部品のライ
フサイクルアセスメント評価をす
ると、石油由来プラスチックスで
あるポリプロピレン製の部品と比
較して、最大約85％もの炭酸ガス
が低減される 11、12）。ポリ乳酸製製
品を採用すると、それらの製造過
程におけるエネルギーを大幅に節
図表３　国産市販車に搭載されたポリ乳酸製部品
ケナフ繊維強化ポリ乳酸製
スペアタイヤカバー
ポリ乳酸繊維製
フロアーカーペット
参考文献７、11）を基に再構成
図表４　コンセプト車における将来の植物由来内装部材
参考文献 13）を基に再構成
部品 材質 材料構成･特徴
①インパネ上部、パッケージトレイ ポリ乳酸 透明部材
②内張り（天井、ピラー、トリム）、シート 極細ポリ乳酸繊維 スウード調表皮材
③ドアトリムオーナメント 麻 和紙調表皮材
④フロア ポリ乳酸繊維 カーペット材
⑤シートバック ポリ乳酸繊維 メッシュ状シートバック材
⑥シートバックボード ケナフ繊維強化ポリ乳酸 ボード材
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約できると共に、製品のライフサ
イクルで炭酸ガスの成分である炭
素が循環している、つまり、地球
に優しい材料を用いていることに
なる。
　自動車部品全体の比率から見れ
ば、図表３に示したようなポリ乳
酸製部品の採用は小さな一歩に過
ぎないが、今後他車種や他部品へ
の使用拡大をしていくことで、循
環型社会実現へつながると考えら
れる。ポリ乳酸の材料特性が発現
するメカニズムを追求していく研
究開発により、材料特性に更なる
向上が期待できる。例えば、植物
由来材料のみで自動車内装部材を
構成することを将来の目標に掲げ
た研究開発も行われている。図表
４にコンセプト車の植物由来内装
部材を示す 13）。これらの部材も、
ポリ乳酸を主体としており，原料
は植物のみ（植物度 100％）であ
り、一部は、図表３と同様に、ケ
ナフ繊維強化ポリ乳酸複合部材で
ある。
３‐３
ケナフ繊維強化による
ポリ乳酸の材料特性の改善
　ポリ乳酸を自動車内装材料とし
て使用するには、耐熱性を確保す
る必要があり、かつ、機械的性質
としては最も重要である耐衝撃性
がポリプロピレンと同等か、それ
以上であることが条件となる。し
かし、従来のポリ乳酸単体の耐衝
撃性は、ポリプロピレンのものの
50％以下と著しく低い。大幅な衝
撃強度の向上を目指し、かつ、植
物度 100％を狙って、ケナフ繊維
を複合化して衝撃強度を改善した
部品例を図表５に示す 12）。この材
料の製造プロセスでは、ケナフ繊
維とポリ乳酸繊維を７：３の重量
比率で混合し、これらを加熱して
ポリ乳酸を溶融した後に常温にて
圧縮成形する方法が採用されてい
る。ケナフ繊維で複合強化された
ポリ乳酸では、ポリプロピレンと
比べて、３倍の衝撃値が得られて
いる。図表５にはこのケナフ繊維
強化ポリ乳酸製部品の表面状態と
断面構造も示したが、ケナフ繊維
を固着しているマトリックス樹脂
としてのポリ乳酸の充填方法を工
夫して、これを緻密化することに
より、衝撃強度以外の機械的性質
も更に向上させることが可能にな
ると考えられる。
図表５　ケナフ繊維強化ポリ乳酸製部品（スペアタイヤカバー）の製造方法とその素材のアイゾット衝撃強度
アイゾット衝撃強度： 中心部に切り込みを入れた直方体の試験片を固定し、切り込みの付いている側から、ハンマーを振り下ろして
試料を破壊させて、破壊に要したエネルギー量から算出される衝撃の強さ
参考文献 12）を基に再構成
４‐１
ナノ複合化による
材料特性の改善
　ポリ乳酸の機械的性質を向上す
る方策は、ナノスケールからマク
ロスケールまでの材料構造におけ
る複合化、結晶制御、分子制御の
観点から検討されているが、これ
らの各スケールごとの主な具体的
方法を図表６に示す 12）。特に、こ
こでは、ナノレスケールにおける
複合化による材料特性の改善につ
いての研究開発実績を紹介する。
ポリ乳酸では、結晶化度の増加に
伴い熱変形開始温度が向上し、射
出成形プロセス中に結晶化が進行
して耐熱性が改良されることが知
られている 14）。これまでのポリ
乳酸はその結晶化速度が極めて低
4   ポリ乳酸の材料特性向上への研究開発課題蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
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く、耐熱性向上のためには、結晶
化し易い材料としてのポリ乳酸
を開発していくことが必須であっ
た。一方、ナノ複合化の観点では、
耐熱性向上については、無機物で
ある粘土鉱物（クレイ）を形成し
ているナノ構成物質との複合化と、
それによる結晶化の促進も重要な
検討事項の一つになっている。
　また、ナノスケールの無機添加
剤をフィラーとして、これらを有
機高分子中に均一に分散させる方
法によるナノ複合化に関する研究
開発が勢力的に行われている。従
来のナノ複合材料合成プロセスで
は、粘土鉱物の一種である、板状
結晶が積層凝集された微視的構造
を有するモンモリロナイトや合成
雲母等の無機材料をフィラーとし
て用い、これらを有機カチオン化
合物によるイオン交換反応で修飾
した後に有機モノマーに添加し、
その後、モノマーを重合して有機
ポリマーを生成させることにより
フィラーを均一微分散させる方法
が用いられてきた 15）。図表７に、
シリケートのナノスケールの層状
構造を有するケイ酸塩の一種で、
天然鉱物のクレイであるナトリウ
ムモンモリロナイトの結晶構造を
示す 15、16）。
　ナトリウムモンモリロナイトを
用いて、ポリ乳酸をナノ複合化さ
せる製造プロセス例を図表８に模
式的に示す 16）。このプロセスは、
ナノスケールのクレイをポリマー
中に分散させてポリ乳酸との相互
作用を高め、高温雰囲気下でのポ
リ乳酸の軟化を抑制して耐熱性を
向上させることを目的とした製造
方法である。クレイにはナトリウ
ムモンモリロナイトを使用し、有
機アンモニウム塩を用いて有機
化処理を応用している。ラクチド
からポリ乳酸を重合する段階で予
め、クレイを添加する。添加する
クレイとしては、モノマーとの親
和性を高めるべく、クレイ層間を
有機化処理したものを用いた。そ
の結果、ラクチドがクレイの層間
に入り込み、クレイの層間でラク
チドを開環重合することで、クレ
イのシリケート層が１層ずつ剥離
した状態でポリ乳酸中にナノスケ
ールで分散することが可能になっ
ている 14、17）。
　図表９に、高温金型射出成形に
よるクレイナノ複合ポリ乳酸の粘
弾性特性と透過電子顕微鏡像を示
す８、14、16）。この図は、金型温度や
冷却時間等の成型条件を最適化し
て金型内結晶化を実現し、更に、
ナノ分散シリケート層による補強
効果によって、高温下でのポリ乳
酸の弾性率が大幅に向上した結果
を示している。クレイナノ複合ポ
リ乳酸では、実用的な温度条件で
図表６　ポリ乳酸の機械的性質向上に関する主な方法
図表７　ナトリウムモンモリロナイトの結晶構造
参考文献 15、16）を基に再構成
図表８　クレイナノ複合ポリ乳酸の合成プロセスに関する模式図
参考文献 16）を基に再構成
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結晶化が可能であり、耐熱性が大
幅に改善できる。クレイナノ複合
ポリ乳酸の透過電子顕微鏡像を観
察すると、ポリ乳酸中のクレイの
シリケート層がナノスケールレベ
ルで分散していることが分かる。
これは、ラクチドの開環重合がク
レイの層外で優先的に進行して、
クレイが層構造を維持したまま分
散しているのではなく、クレイの
シリケート層が一層ずつ剥離した
状態でほぼ均一にナノスケールで
分散していることによる 14、17）。
４‐２
機械的性質の更なる向上への
ナノ複合化方策
　図表 10に、高温金型射出成形
によるクレイナノ複合ポリ乳酸の
荷重たわみ温度と衝撃強度の関係
を、石油由来プラスチックスのそ
れらと比較して示す。現状では、
クレイナノ複合ポリ乳酸のみで
は、荷重たわみ温度の向上はでき
るが、衝撃強度の改善はされてい
ない。よって、ケナフ等の植物繊
維との複合化が、構造部材への応
用には、必要な状況になっている。
　図表 11に大幅な機械的性質の
改善に向けたポリ乳酸の材料設
計と強度評価の今後の方向性を示
す。ケナフ繊維強化ポリ乳酸を構
造部材に本格的に使用していくに
は、ケナフ繊維強度のバラツキ 18）
を考慮した統計処理法を応用し、
最適な複合効果を導出する必要が
ある。自動車の様々な使用環境下
での材料の機械的性質に関する挙
動を把握することも大切である。
ケナフ繊維強化ポリ乳酸は、ポリ
プロピレンのそれと比較して、３
倍の衝撃強度を有していることを
示したが、材料のミクロスケール
からマクロスケールの構造をさら
に制御することにより、構造部材
への応用拡大が期待できる。ケナ
フの靭皮はセルロース含有率が高
く、この靭皮から長くて強い繊維
が得られる。ただし、ケナフを工業
材料として使用していくには、量
及び質の安定確保等の課題が残さ
れている 19）。
　また、射出成形材料としてのポ
リ乳酸には、結晶化速度の向上、
成形性、耐熱性及び耐衝撃性の更
なる向上が必要である。ナノスケ
図表９　クレイナノ複合ポリ乳酸の粘弾性特性と透過電子顕微鏡像
貯蔵弾性率： 弾性と粘性を併せ持つ高分子の力学的性質の内、弾性に相当するもの言う。こ
れの温度に対する依存性を、材料に動的な負荷を与え、伝達された力を測定す
ることにより求める。
参考文献８、14、16）を基に再構成
図表 10　 クレイナノ複合ポリ乳酸の荷重たわみ温度と衝撃
強度の関係
荷重たわみ温度： 液体伝熱媒体中の試験片を曲げ応力下（0.45MPa）
で昇温し、規定のたわみ量（0.32mm）になった時
の温度。
図表 11　 大幅な機械的性質の改善に向けたポリ乳酸の材料設計と強度評価
の方向性
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ールからマクロスケールまでの
材料設計及び材料プロセスとして
は、ポリ乳酸の結晶化挙動の解明、
ナノ分散シリケート層とポリ乳酸
分子鎖との挙動の解明、ポリ乳酸
分子鎖の配向制御、ナノ分散シリ
ケート層の分散、配向及び配置の
制御等の方法が考えられる。強度
設計・評価のための観察及び解析
に関しては、損傷及び破壊挙動の
解明を目的として、ナノ分散シ
リケート層と母材の界面の力学挙
動、ナノスケールからマクロスケ
ールまでの損傷過程、これらの機
械的マクロ挙動との相関を把握す
ることが不可欠である 20、21）。
　無機系ナノ材料と有機高分子か
らなるナノスケールでの複合技術
では、有機化処理の際にフィラー
の添加量を増やすと、有機ポリマ
ー粘度の上昇が著しくなるため ､
それらの複合材料の物性向上には
限界がある。よって、原子・分子
レベルで材料設計を実施して、こ
れらの合成に関する研究開発に
より、大幅に特性を向上させる材
料の開発が必要である。その合成
法の一つに、無機材料の原料に金
属アルコキシドを適用する合成プ
ロセスが挙げられる。フィラーを
有機高分子中にナノスケールで均
一に微分散させる方法として、金
属アルコキシド法に用いる溶媒に
電気粘性流体を応用する方法があ
る。ここで、電気粘性流体とは、
種々の機能を発現する流体の内、
電場でそのレオロジー特性が変
化するものをいう。これまで、ポ
リアミド系プラスチックス等にお
いて電気粘性流体を応用したナノ
複合化に関する研究開発例がある
が 22～ 24）、これらの石油由来プラ
スチックスの手法を応用して、ポ
リ乳酸の材料特性の更なる向上が
可能であると考えられる。
5   材料特性以外の今後の課題蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
５‐１
低コスト製造プロセスの
開発
　バイオマスプラスチックスの利
用と普及を阻害している大きな要
因の一つは、原料プラスチックス
のコスト高である。原料としての
ポリ乳酸を利用して製品を製造す
る場合、その原料コストは石油由
来プラスチックス原料に比べて、
２～５倍高い 25）。現在の石油由来
プラスチックスの価格は80～ 100
円/kg程度であり、「バイオマス・
ニッポン総合戦略」では、2010 
年時点でバイオマス由来プラスチ
ックスの原料価格の目標をその２
倍程度である 200 円/kg程度と設
定している３、６、28）。
　図表 12にポリ乳酸の製造プロ
セスと精製乳酸の概算コスト割合
を示す４、６、10、26、27）。ポリ乳酸の製
造プロセスの内、精製乳酸製造に
係る費用が大きく、全体の約70％
を占めている。重合前の精製乳酸
プロセスのコストを大幅に低くし
て、ポリ乳酸の製造コストを、石
油由来プラスチックスと同等にな
る、1/2 から 1/5 に下げることが
必要である。乳酸発酵液から高純
度の乳酸を得る方法には、沈殿法、
蒸留法及び溶媒抽出法等があり、
これらのプロセスではエネルギー
が大量消費されるので、エネルギ
ー有効利用型技術の開発が重要と
なっている 27）。
　これらの高純度化プロセスに
おいて、中和、蒸留及び濃縮等の
コスト増につながる処理を簡略化
したり、省くことに有用となる酵
素や乳酸生成菌を応用する技術の
開発が有望と考えられる。これら
の微生物やバイオテクノロジーの
応用による画期的プロセスの開発
により植物由来プラスチックスの
価格競争力が増すものと期待さ
れる。使用済みポリ乳酸から乳酸
を抽出してリサイクルを行うこと
で、費用の嵩む乳酸製造工程を経
由せずにポリ乳酸を製造してコス
ト低減する方法も考えられる。な
お、ナフサを原料とする石油由来
プラスチックスの今後の価格動向
については、石油生産量の飽和状
況を背景として高騰することが予
想されるため、ポリ乳酸はコスト・
パフォーマンス上相対的に有利な
方向へ向かうことが予想される。
　「バイオテクノロジー戦略大綱
における環境・エネルギー分野」
の「グリーンバイオ分野の技術戦
図表 12　ポリ乳酸の製造プロセスと精製乳酸の概算コスト割合
参考文献４、６、10、26、27）の資料及びデータを要約して再構成。参考文献６、10）では、原料（古米）
からのポリ乳酸3.7万トン製造規模でコストを算出
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略マップ」は、バイオテクノロジ
ーによる高品質・高付加価値製品
等の有用物質の生産と効率的な物
質生産を技術課題として掲げ、「微
生物を活用した物質生産」、「植物
を活用した物質生産」等に必要と
なる技術を分類して、それらの技
術ロードマップを策定したもので
ある 29）。バイオテクノロジーを活
用した物質生産においては、有機
溶媒耐性微生物・酵素の開発、バ
イオリファイナリー及び密閉型
植物工場システムによる物質生産
系の開発等が重要技術とされてい
る。これらは、現在、我が国が技
術的に競争力優位である技術とし
て位置付けられている。例えば、
微生物を活用した物質生産におい
ては、有機溶媒中の特殊条件下で
バイオプロセスが適用可能となる
等の技術開発によって、2025 年
までには、生産コストの大幅な削
減が期待できるという、グリーン
バイオ分野のロードマップが作成
されている。これらの生物機能を
活用した化学製品では、植物由来
プラスチックスが中核的材料と想
定され、ポリ乳酸がそれらの材料
の主要な部分を占めると考えられ
る。したがって、ポリ乳酸の機械
的性質の更なる向上は、この材料
の低コスト製造プロセスの開発と
表裏一体の技術要素である。
５‐２
国際的な食料需給への影響
　世界は今、人口増加やアジア諸
国等の経済発展による食料需要の
増大、地球温暖化の進行等、世界
の食料需給の不安定化要因が増し
ている 30、31）。砂漠化による農地の
減少、水資源の枯渇等による食料
増産や安定供給に限界が見られ、
人口増加と食料供給のバランスが
崩れ始めている。そこで、国際的
な食料需給動向を踏まえ、自動車
において多量にポリ乳酸が使用さ
れた場合の食料需要に及ぼす影響
を考察する。
　図表 13に世界のバイオマス糖
質収量 32）と自動車用ポリ乳酸の
糖質需要試算結果を示す。この
図表は、世界の自動車用プラスチ
ックスを植物由来プラスチックス
（ポリ乳酸）にすべて置換する場
合の試算である。現状では、世界
の自動車用プラスチックスの推定
総使用量は約 570 万トンである。
ポリ乳酸で自動車用プラスチック
スすべてを製造する場合、その収
率を考慮すると、糖質が 840万ト
ン必要になる。世界の総糖質収量
は約 13億トンなので、全世界の
糖質の約 0.7％を自動車で消費す
る試算になる。サトウキビ及びビ
ートのみで糖質を賄おうとする
と、それらの約４％が自動車用プ
ラスチックスとして必要になる。
この糖質量が直ちに食料問題に影
響を及ぼすと考えられないが、で
きるだけ食料からの余剰糖質でポ
リ乳酸を製造したり、余剰なバイ
オマス資源の有効利用を検討して
いくことが求められるであろう。
バイオマス資源は国及び地域によ
って偏在していたり、それらの種
類や量が異なっており、バイオマ
ス資源の世界レベルでの総合的な
活用促進を図っていくことも望ま
れる。
　2010 年には、世界の自動車保
有台数は約 10億台になる予想さ
れ 33）、ポリ乳酸の材料特性の向上
と低コスト化が期待通りに達成さ
れれば、ポリ乳酸を主体とした植
物由来材料のみで自動車内装部材
を構成することが現実味を帯びて
くる。仮に、これらの自動車部材
の技術が他の耐久消費部材まで使
用拡大した場合は、ポリ乳酸の糖
質需要量が食料需給に及ぼす影響
も再考する必要が生じる。
図表 13　世界のバイオマス糖質収量と自動車用ポリ乳酸の糖質需要量の試算
バイオマス 世界収量（億トン／年） 糖質収率（％） 糖質収量（億トン／年）
小麦 5.6 60 3.36
とうもろこし 5.3 60 3.18
米 5.3 60 3.18
馬鈴薯 2.7 15 0.14
キャッサバ 1.5 20 0.30
サツマイモ 1.3 25 0.33
サトウキビ 11.0 15 1.56
ビート 2.8 15 0.42
合計 35.5   12.8
バイオマス糖質収量については参考文献 32）を基に作成
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　世界的に見て、自動車の保有台
数は今後確実に増加する。したが
って、自動車のライフサイクル全
体において環境負荷を低減する技
術を開発した上で発展させていく
ことが使命であり、環境に優しく、
資源浪費型ではない材料技術が果
たすべき役割は益々重要になる。
将来的に植物由来プラスチックス
を広く応用していくには、バラツ
キの少ない植物素材を収穫する工
夫や、天然素材が有する長所の性
質を生かした部材開発が重要であ
る。ミクロスケールからマクロス
ケールまでの材料構造を、自動車
の使用環境の要求を満たすものに
仕立てることがポイントである。
合成技術としては、石油由来プラ
スチックスの手法を応用または手
本として、植物由来プラスチック
スに特有な結晶化や成形性等に関
する製造プロセスの高度化、耐熱
性及び耐衝撃性等の材料特性の大
幅な向上に関する研究開発が必要
とされる。将来の本格的な植物由
来プラスチックスの構造部材への
応用に際しては、自動車の使用環
境下における適用する材料の機械
的性質に関する挙動を、それらの
発現メカニズムに立ち返って、解
析及び評価するがことが不可欠で
ある。
　現状では、植物由来プラスチッ
クスのコストが高いが、素材のコ
スト低減に関する研究開発に当た
っては、微生物やバイオテクノロ
ジーの応用による画期的低コスト
プロセスの開発等が期待される。
植物由来プラスチックスには、透
明性や吸水性等、素材として優
れている機能もあり、それらの付
加価値を増進する技術開発につい
ても検討する必要がある。各種バ
イオマスの活用による経済性を高
めて、植物由来プラスチックスの
様々な社会システムへの浸透を図
る目的で、バイオマスの効率的な
生産及び収集システムの研究開発
も重要である。
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科学技術動向研究
日本の設計組織構造を考慮した
CADの研究開発
塩谷　景一
推進分野ユニット
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　第２期科学技術基本計画におけ
る「製造技術分野」は、2006年３
月 28日に閣議決定された第３期
科学技術基本計画で「ものづくり
技術分野」と名称が改められ、総
合科学技術会議で国が取り組むこ
とが不可欠な８分野のひとつとし
て推進戦略が策定された。名称が
改められた意図は、資源・環境・
人口制約を乗り越え、日本が国際
競争力を維持し、経済を発展させ
ていくためには、ものづくりを核
とし、サービス、情報産業まで巻
き込んだバリューチェーンとして
の付加価値を最大化することが政
策課題であり、従来の製造技術の
開発にとどまることなく、“もの”
の価値を押し上げるような科学技
術の発展を目指す、価値創造型も
のづくり力強化という視点を鮮明
にするためである１）。
　我が国の製造業の創出する付加
価値額がGDPに占める割合は約
２割であるが、輸出総額の９割を
占めることから分かるように、製
造業は全産業の中で最も競争力が
ある分野である１、２）。日本型もの
づくり本来の強みは、現場の優秀
な技術者、技能者が、協調的な現
場環境でチームワークを発揮して
パラメータの相互調整を行う、統
合的組織能力と「すり合わせ」に
あるといわれる１）。製造工程に着
目すると、デスクトップパソコン
を代表例とする「組み合わせ型」
製品注１）と自動車を代表例とす
る「すり合わせ型」製品注２）があ
り、日本の製造業は「すり合わせ
型」ほど国際競争力が高いとの結
果が出ている３）。上場製造業企業
に対するアンケートでは、主力事
業については「すり合わせ型」と
の回答が約７割と多数を占めてお
り３）、国際競争力が高い主力事業
を持つ上場製造業企業が多い。
　第３期科学技術基本計画の分
野別推進戦略「ものづくり技術分
野」１）の基本的取組方針「科学に
立脚した日本型ものづくり」の中
で「ものづくりの国際競争力を維
持し続けるためには、現場の個々
人の優れた管理能力や技量のみに
依存せず、日本型ものづくりに適
応した科学技術、例えばものづく
りプロセスに合わせた設計・製造
支援システムなどによって更に日
本型ものづくりを強化することが
必要である」と「設計・製造シ
ステム」の重要性が指摘されてい
る１）。
　「ものづくり技術分野」で重点
化する戦略重点科学技術のひとつ
に「日本型ものづくり技術をさら
に進化させる、科学に立脚したも
のづくり『可視化』技術」が選択
されている。すなわち、日本の強
みをより強化する、科学に立脚し
たものづくり基盤を推進するため
に、ITの利活用や高度な計測分
析技術をベースに、ものづくりの
「可視化」を図る方針が示された１）。
「設計・製造支援システム」の要は、
設計結果を集積する製品データベ
ースを作成する IT技術が担う。
この IT技術として、総合科学技
術会議の基本政策専門調査会もの
づくり技術分野推進戦略プロジェ
クトチームで、CAD（Computer 
Aided Design：コンピュータを用
いた設計支援ツール）の重要性に
ついて議論されている４）。ここで
は共通基盤技術の重要な研究開発
課題として「ITを駆使したもの
づくり基盤技術の強化」が位置づ
けられている１）。また、同様に重
要な研究開発課題と位置づけられ
ている「ものづくりのニーズに応
える新しい計測分析技術・機器開
発、精密加工技術」では、「ITを
駆使したものづくり基盤の強化」
と関連させることが推奨されて
いる１）。すなわち、ものづくりに
立脚して計測すべきポイントの確
注1　すり合わせ型製品：ある製品のために特別に最適設計された部品を微妙に相
互調整しないとトータルなシステムとしての機能が発揮されない製品。
注2　組み合わせ型製品：既に設計された既存の部品を巧みに組み合わせると最終
製品ができる製品。
■用語説明■
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定、設計情報と現物計測照合によ
る「可視化」の実現のために、計
測は設計情報を処理するCADと
連携して取り組む必要がある４）。
このように、科学に立脚した日本
のものづくりにおいて、CADは
重要な位置を占める１、４）。
　そこで、本稿では、日本の製造
業の強みである「すり合わせ」を
特長とする設計組織構造に最適化
したCAD技術の方向性を明確に
し、製造業の国際競争力の維持・
強化のために政策的に推進すべき
主要課題を挙げたい。
2   CAD利用の現状蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　図表１に製造業の業務プロセス
全体における設計の位置づけと設
計プロセスの詳細を示す。製造業
では 1980 年ごろから製品競争力
を高めるために、設計プロセスに
CADを導入し、その情報処理能
力により設計者のパフォーマンス
を向上させる施策を年々強化して
きた。
　CADの導入率は、ものづくり
白書（2006 年版）２）の CADの導
入状況データで引用された譛産業
研究所による「中小製造業におけ
るものづくり IT技術の導入・利
用に関する調査研究」７）（2006 年
３月）によると、中小製造業にお
いて実用化されているCADを２
次元CAD注３）、３次元CAD注４）、
CAE注５）に分類すると、２次元
CADの導入率は 82％、３次元
CADの導入率は58％、CAEの導
入率は33％である。日本機械学会
の2006年の１月に論文として公表
された藤田らのCAD活用状況調
査８）（調査は 2002年秋）では、自
動車、産業設備、総合電機業界で
は、トータルで90％を越えている
との報告もあり、大企業も中小企
業と同等以上の２次元CAD、３
次元CAD、CAE導入率であると
考えられる。
　図表１に示すように、２次元
CAD、３次元CAD、CAEが中核
業務で使われているプロセスは、
詳細設計と実験・試作であり、企
画あるいは構想設計では使われて
いない。企画あるいは構想設計で
は、設計者が考えをまとめる手段
あるいは設計結果の記録手段とし
ての付帯業務支援ツールとして使
われるケース、または主要部品の
立体形状を作成し配置スペースを
概算するなど補助業務支援ツール
として使われるケース等に限られ
る。その理由は、企画あるいは構
想設計の中核業務で扱う製品モデ
ルの必須データの処理には、２次
元 CAD・３次元 CAD・CAE が
対応できないことによる。
　製品モデルは製品データベース
の構造を決める。図表２は、製品
モデルで必要なデータの種類と設
計プロセスの各工程を縦軸と横軸
にとり、各設計工程で必須のデー
図表１　製造業の業務プロセスと設計プロセス詳細
製造プロセスの名称は文部科学省 科学技術政策研究所 科学技術動向研究センターの「科学技
術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査　デルファイ調査報告書　10．「製造」分野の調査結果」５）
の検討フレームを参考に、科学技術動向研究センターで作成
設計プロセスの名称は JEITA 社団法人電子情報技術産業協会 標準技術部・標準センターの
「設計プロセス評価指標」に関する標準化の取り組み６）を参考に科学技術動向研究センター
で作成
注3　2次元CAD：図面データを主に扱い、図面の作成を主に行うシステム。
注4　3次元CAD：3次元形状データを作成でき、実物を作ることなく形状検討、
配置での干渉検討などの設計検討を行うシステム。
注5　CAE（Computer Aided Engineering）：設計における各種シミュレー
ションを支援するシステム。
※  2 次元 CAD、3次元 CAD、CAEの用語は現在使用可能なCADの分類によく使
われる。CADは広義にはComputer Aided Design の英語どおり設計全般を支援
するツールである。CADは 2次元 CAD、3次元 CAD、CAE を包括した用語と
して使われる。
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タと設計での利活用の観点から考
えられるCADの適用範囲を、S1
～ S4 で示した図である。現在展
開されている２次元CAD・３次
元 CAD・CAEは S4 に位置づけ
られる。S4は構想設計の最終段
階から詳細設計、実験・試作の範
囲であり、形状注６）データを中心
に、属性注７）データの一部を扱う。
一方、S1、S2 に相当する実用レ
ベルのCADは現在の技術水準で
は開発できていない。これが、図
表１での支援ツールの空白域の理
由である。CADが企画あるいは
構想設計段階で使われることもあ
るが、その場合は補助業務あるい
は付帯業務での利活用であり、中
核業務での利活用ではない。
　図表３を使って、形状、属性、
設計意図注８）データとCADの機
能を説明する。２次元CADは形
状データを主に扱い、図形作成機
能を使って、三角形と四角形が合
わさった形状を逐一作成する。３
次元CADの場合も同様で、基本
的に利用者が形状を逐一作成す
る。属性の例として示した寸法の
関係式を扱い、寸法値を変えると
図形の自動修正ができるCADも
実用化されている。しかし、設計
意図のデータを扱えるCADは存
在せず、研究段階である９）。つま
り、現状のCADは形状処理を主
たる機能とし、確定した部品形状
を厳密にモデル化するのに適して
おり、後工程に正確な形状が伝え
ることができるようになった段階
であると言える９～11）。
　CADの設計への適用の概要を
理解しやすくするため、図表４に
モデル化した電機設備ユニットへ
のCADの適用例を示す。図表１
における詳細設計段階の中核業務
支援ツールの３次元CADおよび
CAEの利用例である。電機設備
（縦、横、奥行：15× 60× 40cm）
図表２　設計プロセスとCAD
大阪大学大学院工学研究科　荒井教授、妻屋助手、若松助手、大阪府立大学大学院工
学研究科　杉村教授との共同検討結果に基づき著者が作成
注6　形状：頂点、線分、面、空間データ。図表3で正方形と三角形を合わせた線
分で構成される図。
注7　属性：例えば、材質、表面あらさ、物性、公差データ等。ケーブルの属性を
例にすると、信号や200ボルト電圧等、中に何が通るかのデータ。図表3で寸法間
の関係式、平行や垂直などの線分間の幾何的関係（幾何拘束条件という）データ。
注8　設計意図：製品構造の決定、設計変更などでは、設計者の考え方、ある結論
に至ったプロセスに関するデータがあり、これを設計意図という。
■用語説明■
図表３　CADの機能と扱うデータ
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囲のCADを使い、企画設計に着
手することができる。S1の範囲
のCADを使って作成された「機
能‐挙動‐状態」のデータは S2
のプロセスに渡される。設計者は
S2のCADを使い構想設計を行う。
この段階で主要な「属性」データ
まで作成される。S2からS4へ「属
性」データは渡される。設計者は
S4の範囲のCADを使い詳細設計
を行い、「属性」データと「形状」
データを作成する。最後に、S4
の CADを使い実験・試作を行い、
設計プロセスを完了させることが
できる。
のひとつのユニットをコンピュ
ータ内にモデル化し、ディスプレ
イに表示した例である。各部品の
レイアウト検討を行う場合、「干
渉チェック」と言われる空間的な
配置可能性だけでなく、「絶縁検
討」や「熱検討」から、部品間に
一定の距離を確保する必要がある
など、種々の設計条件を考慮する
必要がある。３次元CADおよび
CAEはこれらの設計条件をチェ
ックし、レイアウト修正候補の提
示などにより設計の支援を行う。
　設計者の個別設計ツールとして
の利用だけでなく、十数人の検討
チームによるデザインレビュー会
議でCADが活用されることも多
い。例えば、図表４に示す表示に
合わせて、通常は目に見えない電
界や熱分布を可視化して大型スク
リーンに大画面表示し、チームと
して設計検討が進められる。
図表４　電機設備ユニットへのCAD適用例
注 9　機能、挙動、状態：日常使
われる機能、挙動、状態の言葉の定義
と同じである。例えば製品を「回転
自動ドア」とする。「機能」は数多く
あるが、例として「安全に回転するこ
と」を取り上げると、「挙動」は「何
か挟まったら安全のために瞬時に止ま
ること」、「状態」は「回転および停止」
となる。「回転自動ドア／安全／何か
挟まったら止まる／回転・止まる」が
データセットとなる。機能‐挙動‐状
態を組み合わせて製品を表現する考え
は、梅田ら 11）の報告で示された。
■用語説明■
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　日本型ものづくり技術をさらに
進化させる、これからの ITシス
テム開発における具体的な課題を
以下に述べる。
３‐１
製品の差別化に重要な企画
あるいは構想設計への
CAD投入
　多くの設計者は、設計プロセス
の企画設計あるいは構想設計段階
にも有効なCADを投入できれば、
その効果が大きいと考えている。
なぜなら、製品の特徴的な機能の
造り込み（差別化）はこの工程で
決まる場合が多いからである。設
計プロセスの上流の段階で徹底し
て問題点をクリアすることは、フ
ロントローディング２、７、12）と呼
ばれ、企業によっては、経営戦略
の中で重要な位置づけとなってい
る。特に日本の設計組織では、企
画あるいは構想設計段階で、生産
性を向上させる組み立てが容易な
製品構造、製品設置の容易さ、メ
ンテナンス簡略化の設計、品質の
造り込み、など、横断的活動が行
われる場合が多い４、７）。
　現在主に展開されているCAD
の適用範囲（図表２のS4部分）は、
個々の企業が戦略的に決めた結果
ではない。CADが扱える製品の
数学モデルが形状と属性の一部し
か表現できないため、S4の範囲
に限定せざるを得ないのである。
その結果、現在は、設計上の検討
内容が、形状および空間の幾何学
の問題に帰着できるものに限られ
る。図表４の例はその典型例であ
る。つまり、図面の作成、３次元
形状を３次元CGとしてディスプ
レイに表示することによる構造確
認、シミュレーションによる強度
評価等に限られる。一方、図表２
の S3の範囲は、現在展開されて
いるS4の範囲をベースに、S4を
開発したCADメーカで主に開発
が進められており、S1および S2
の範囲が開発されるまでの橋渡し
的なCADとして今後使われてい
くと考えられる。
　企画設計あるいは構想設計に
有効な S1 および S2 の CAD で
は、数学モデルが製品の「機能
‐挙動‐状態」注９）まで表現でき
る必要がある。S1および S2が実
用化されると、設計者は S1の範
科 学 技 術 動 向　2006年 8月号
26 Science & Technology Trends   August  2006 27
日本の設計組織構造を考慮したCADの研究開発
　このような流れを実現する上で、
今後戦略的に研究開発を推し進め
る必要があるのはS1およびS2に
適用するCADであると言える。
３‐２
CADシステムのデータと
エンジンの完全分離と
専用ミニCAD部品
　製品の特徴的な機能を決めるの
に重要なステップである企画ある
いは構想設計を支援する、図表２
の適用範囲 S1および S2 の CAD
が開発され、そのシステムが世
界に流通すると、日本の産業が後
発国に短期間で追いつかれるので
はないかという懸念が呈されてい
る。過去には、標準的な金型製作
において戦略的に金型CADを導
入した国が力を付けて、我が国が
劣勢に追い込まれたという事例も
ある。このように、CADの普及
によって、海外で日本の設計技術
が真似をされたという幾つかの例
が報告されている 10）。
　このように企画あるいは構想設
計を支援するCADが普及すると、
個々の企業の強みが維持できなく
なるのではないかという懸念があ
るが、そのひとつの対策としては、
CADシステムの「データ」と「エ
ンジン」を完全分離する方法が考
えられる。日本型ものづくりに対
する ITツールの可能性として、
ITシステム構造を①既存CAD等
のツール、②日本型ものづくり
の基盤機能を持つ共通ミドルウェ
ア、③カスタマイズによる各社固
有のノウハウ、と分離する必要が
あるとの意見もある７）。
　図表３の例で言うと、寸法の関
係式や平行とか垂直とかの幾何拘
束条件を「データ」として入力す
ると、それに基づいて形状候補を
作成するソフトウェアが「エンジ
ン」である。「エンジン」には寸
法の関係式など重要な設計結果は
存在しない。CADのシステムア
ーキテクチュアをエンジン部分と
データ部分に明確に分離し、エン
ジン部分はユーザ間で共有モジュ
ールとして汎用のCAD製品に組
み込むようにすれば、広く流通さ
せたとしても、データ部分は組織
内に留めることができる。
　しかし、現実には、エンジン
部分とデータ部分で完全に分離
できない場合が多いと想定される
ため、汎用CADにソフトウェア
部品として組み込まれる設計対象
別の「専用ミニCAD部品」の開
発も必要になる。この「専用ミニ
CAD部品」は各社固有の設計技
術を扱うソフトウェア部品となる
が、「ミニ」が表すように、ソフ
トウェアとしては、汎用CADに
比べてはるかに小規模である。当
然のことながら、この「専用ミニ
CAD部品」は組織外には出さな
い。一方、この「専用ミニCAD
部品」の開発には、CADの骨格
をなす製品モデルを数学的に定義
するために、応用数学を駆使でき
る技術者が必要となる。なぜなら、
CADメーカが CADを開発する
ために用意したツールを用いる開
発が想定されるからである。つま
り、部分とはいえシステムを開発
できる技術力が必要となる。応用
数学を駆使しCADを開発できる
技術者が年々少なくなってきてい
る。製品モデルの表現に関する応
用数学を駆使できる技術者数を増
やす必要がある。
３‐３
組織をこえた頻繁な
コミュニケーションを伴う
設計過程を支援するCAD
　本来、欧米のCADは日本の組
織に合わないのではないかと言わ
れている。その理由として、欧米
のCADメーカが、欧米の設計組
織を適用対象の標準としているこ
とが挙げられる。欧米組織は、徹
底した分業体制をとり、責任範
囲を狭義に捉える傾向があり、組
織をまたがるコミュニケーション
が職務責任上求められていないな
ど、日本の設計組織とは異なって
いる。このような違いは、総合科
学技術会議の基本政策専門調査会
ものづくり技術分野推進戦略プロ
ジェクトチームでも、ものづく
り ITを考える際の課題として議
論された４）。また、複数の企業の
CAD推進者の意見から、欧米の
CADが日本の組織に「合わない」
ことをまとめた調査報告書も、本
年（2006年）発行された７、９）。
　ここで、日本の組織に「合わな
い」４、７、９、10）と指摘されている欧
米のCADは、図表２の適用範囲
S4で現在使われているCADでは
ある。適用範囲 S4に限らず、適
用範囲S1～ S3に対しても「合わ
ない」かもしれない。
　日本の設計組織あるいは活動の
場合、設計者は全体を見て下流工
程まで考える。あるいは、下流工
程の設計者は上流工程に品質向上
などの重要事項のフィードバック
を行う。また、組織をこえた頻繁
なコミュニケーションにより一貫
した設計活動が行われている。こ
れらの結果が、製品の高品質化な
ど価値を生み出し、日本の製造業
の強みとして表れている１、３）。
　設計では、製品の形一つをとっ
ても、複数の選択肢が考えられる。
そのため下流工程への、「なぜそ
の形状が設計で選択されたか」の
情報の伝達は必須である。また上
流工程での設計変更が行われたと
きには、その変更の事実と変更理
由を下流工程へ確実に伝達しなけ
ればならない。この情報は「設計
意図」であり、「機能‐挙動‐状
態、属性、形状」とは違う種類で
ある（図表３）。図表２中に示し
た矢印は、設計者間のコミュニケ
ーションで行われる「設計意図」
の継承を示しており、その仕組
みがCAD自体に必要である。こ
の設計者間のコミュニケーション
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は、日本では活発に行われ、日本
のものづくりの強みになっている
と言われてきた部分であり、これ
をCADにとり入れなくてはなら
ない。
　例えば、人の移動を支援するた
めのチェーン駆動系をもつ装置の
設計の例を考える。設計段階での
合理性だけを考え、安全上問題の
ない最も細いチェーンを採用した
とする。ところが、メンテナンス
段階では、チェーンがギリギリの
設計のためチェーンの張り調整範
囲が相当狭くなり、調整に時間を
要する。その結果、トータル的に
コスト増となる。このような場合、
日本の設計者は、メンテナンス部
門とコミュニケーションし、トー
タル的にコストが小さくなるよう
に、少し余裕のある太さのチェー
ンを選択してきたのである。
　欧米のCADメーカも、組織を
またがったチーム設計支援のた
めのCAD周辺アプリケーション
を開発している。PDM（Product 
Data Management system）やネ
ットワークを使ったデザインレビ
ューシステムなどがその代表例で
ある７）。このシステムは、バラバ
ラな複数の組織が設計データのバ
ージョンを同期させながら作業を
支援すること、あるいは10年後に
も利活用できる電子データベース
構築を狙いとしており、有用な「設
計データ管理」システムと言える。
これらは、日本でも有効なシステ
ムではあるが、「設計データ管理」
と「組織を越えたコミュニケーシ
ョン」は異なる機能である。
　つまり、「組織を越えたコミュ
ニケーション」を支援するCAD
とは、本来、設計プロセス段階で、
生産プロセスやメンテナンス他下
流工程の検討事項を扱える統合化
されたCADでなければならない。
さらに、図表２の矢印で示す「設
計意図」の継承は重要なコミュニ
ケーションの一つであり、CAD
に統合化される必要がある。
　なお、統合化されたCADは大
規模開発（結果として大規模なシ
ステム）になることへの留意は必
要である。
4   日本におけるCADの研究状況蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　1990 年まではほとんど CAD
に関する論文は、図表５で言え
ば S4 の範囲に関するものであっ
た。S4 に関する論文が課題とし
て扱っていたのは、立体形状を数
学的に完全に記述する表現式と、
航空機や自動車などの外形形状
のように多項式一つで表現でき
ない曲面の表現式に関するもの
であった。それぞれ、ソリッド
モデリング理論と自由曲面式理
論と呼ばれる。これらの理論を
コンピュータで扱える形の式に
展開する数値解析も活発に研究
された。ソリッドモデリング理
論と自由曲面式理論に関しては、
1970 年前後で基礎式はほぼ固ま
ったが、実際の製品の持つ複雑
さに対応するには、その後の研究
の進展を待つ必要があり、1990年
ごろまで基礎式を進展させる形で
多くの論文が出された。これらの
論文が目指したのは、実際の製品
形状の数学的な定義であった。基
礎式の理論上の課題は、1982 年ご
ろに出された文献 13～ 15）で整理さ
れ、その後の多くの論文がこれら
文献を引用している。1990 年以降
は、CAD開発企業で、システム性
能改善のための高速処理を目指し
た基礎式の改良などの研究が進め
られた。2000年まではS1～ S4に
分散するように論文が出ていた。
　一方、S1および S2の範囲の論
文は文献 11）が典型的な論文であ
る。「機能‐挙動‐状態」や「意
図」にかかわるデータを用いて、
図表５　論文に見る設計工学研究動向
図表２に、最近の論文位置をプロットしたもの。
大阪大学大学院工学研究科　荒井教授、妻屋助手、若松助手、大阪府立大学大学院工学研究
科　杉村教授との共同検討結果に基づき著者が作成
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製品モデルをコンピュータ上に表
現する理論開発を目指している。
機能‐挙動‐状態や意図は非形状
データであるため、S4の範囲の
研究の中心であった３次元空間に
おける形状データの数学表現とは
別のアプローチが必要である。S1
およびS2の論文のタイトルには、
「設計者の思考過程」「意図を伴う
設計プロセス」「知識ベース」が
含まれることが多い。
　この例のような、日本における
設計プロセスを対象とした最近の
論文を図表５にマッピングして示
した。関係する論文は多くあるが、
下記の基準で、大阪大学大学院
工学研究科の荒井教授および研究
室メンバー、大阪府立大学大学院
工学研究科の杉村教授らと著者が
討議のうえ、各論文内容を分析し
た。論文を分析するに当たっては、
「CAD」でなく「設計工学」をキ
ーワードにした。
① 対象とする論文は 2003 年以降
とした。
② 造船、建築など特定設計の論文
は除外する。よって、日本機械
学会、精密工学会、人工知能学
会を主たる調査対象とした。
③ 継続的に設計システムの研究を
行っている著者の論文に絞った。
　以上の基準に該当する論文は11
件しかなかった。これらを見れば、
最近の論文は、S4の範囲にはなく、
S1～ S3の範囲にあることが明ら
かである。
　企画あるいは構想設計に対応す
る製品モデル理論構築の研究の取
り組みは、日本で進められている
ということがわかる。しかし、継
続的に研究を行っている研究者
は、大学は教授クラスで十数人で
ある。企業その他は、スポット的
研究者が多く計数しにくいが、理
論研究に限定すれば、十人未満で
あろう。我が国の産業規模から考
えて、この数は少ないといわざる
を得ない。論文を作成した一部の
教授、およびこの分野をリードす
る教授らは、特定の設計ケースに
適用できるだけでなく、実際に設
計に適用できる汎用の理論は、こ
れからの理論研究に負うところが
大きいと考えている。
　CADにかかわる研究者数に関
する統計データはないが、欧米に
比べて日本の研究者はかなり少な
く、また、近年、韓国、中国、台
湾等の研究人口が急増しているよ
うだと言われている。その証拠と
して、CAD関連の Journal の投稿
論文の 70％から 80％がこれらの
アジア諸国からのものになってき
ている。
　CADシステムのような研究開
発に、何らかの資金が投入される
場合、従来、ソフトウェア開発の
部分にほとんどの費用が使われて
きた。しかし、今後は、製品モデ
ル理論確立ための研究者にも資金
を投入する必要があると考えられ
る。現在日本には、製品モデルの
基盤としての応用を前提にした応
用数学を教える講義を持つ大学は
数えるほどしかない。３‐２で述
べたように応用数学を駆使できる
技術者数を増やす必要性と合わせ
て、この部分に関する戦略的な支
援が必要であると考えられる。
5   まとめ 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　本稿では、第３期科学技術基本
計画の「ものづくり技術分野」で
注力する戦略重点科学技術課題
のひとつ「日本型ものづくり技術
をさらに進化させる、科学に立脚
したものづくり『可視化』技術」
における取り組み課題の CAD
（Computer Aided Design）に関し、
以下の課題を提示した。
① 設計プロセスは上流から、企画
→構想設計→詳細設計→実験・
試作の工程があり、この中で、
製品の差別化機能が決まる企画
あるいは構想設計に適用できる
CADを戦略的に技術開発する
必要がある。
② 日本の製造業の強みとなってき
たと言われる、組織をこえた頻
繁なコミュニケーションによる
一貫した設計活動が、今後も製
品の高品質化などの価値を生み
出していると考えられる。設計
段階で生産プロセスやメンテナ
ンスも含めて下流工程の検討事
項を取り扱え、設計者が製品構
造等を決めた考え方を下流工程
で活用できるデータが扱える、
統合化されたCADの研究開発
が必要である。
③ 企画あるいは構想設計を支援す
るCADが普及した場合、個々
の企業の強みが維持できなくな
るのではないかという懸念があ
る。そのひとつの対策として、
CADシステムのデータとエン
ジンと完全に分離し、製品の基
盤をなすデータが、組織の外部
に出ないようなCADシステム
アーキテクチャの研究開発が必
要であろう。
④ 我が国は、製品モデル理論確立
のための応用数学の研究者およ
びこの応用数学を駆使できる技
術者が少なく、また、製品モデ
ルの基盤としての応用を前提に
した応用数学を教える講義を持
つ大学は数えるほどしかない。
今後、この部分には、戦略的な
支援が必要である。
　これらの個々の課題に対して
は、専門家によるさらに詳細な検
討が必要である。
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http://www.nistep.go.jp/index-j.html
蘋
工学博士。三菱電機譁でCADの研究開発
と戦略的連携推進に従事。現在、第3期
科学技術基本計画における「ものづくり技
術分野」の調査研究に取り組んでいる。大
阪大学、大阪府立大学　非常勤講師。ISO
国際エキスパート（TC184/SC5/WG7）。
執　筆　者
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セミナー開催報告
「注目すべきインドの発展と
科学技術との関係を探るセミナー」
奥和田　久美
ナノテクノロジー・材料ユニット
1   セミナーの全体概要蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　文部科学省科学技術政策研究所
は駐日インド大使館との共催で、
2006 年３月 30日に六本木アカデ
ミーヒルズにおいて「注目すべき
インドの発展と科学技術との関係
を探るセミナー」を開催した。近
年話題となっているBRICs 諸国、
特に大きく変化しつつあるインド
は世界各国が注目するところとな
っている。今回のセミナーは、駐
日インド大使館のご協力を得て、
インドからの招聘者を含めた各講
師にインドの科学技術とそれを取
り巻く環境についての講演をいた
だき、インドの最新事情を知るこ
とを目的とした。インドに関する
最近のレポートの多くは、近年の
インドの大きな経済的変化を伝え
ているものの、その変化の要因は
まだ十分に分析されていない。ま
た、特に科学技術に関しては、中
国などの他のアジア各国に比べ
て、インドに関する情報が圧倒的
に少ない。
　本セミナーには、この話題に関
心を持つ研究者・技術者および行
政関係者など約110名が参加した。
冒頭、科学技術政策研究所國谷実
所長から「インドの目覚しい発展
と科学技術との関係について知る
機会がこれまではほとんど無く、
本セミナーを機会に交流が促進さ
れることを期待している」との開
催挨拶があり、次いで科学技術政
策研究所奥和田久美上席研究官か
ら、セミナー聴講の手引きとして
インドに関する基礎データが紹介
された。
　セミナープログラムの第１部
では、駐日インド大使館のA. K. 
Thakur 公使から「インド経済の
大きな変化」について、また、V. 
Shanker 科学技術参事官から「イ
ンドの科学技術全般」に関して
の講演がなされた。第２部では、
インド情報通信省国立情報学セ
ンター副所長 B. K. Gairola 氏か
ら「インドの ICTにおける教育・
研究開発・その利用」について、
拓殖大学大学院国際協力学研究
科小島眞教授から「インドの人材
活用と日印関係の拡大の可能性」
について、また、インド工科大学
デリー校数学科長の B. Chandra
教授から「インドにおける数学
教育と研究」についての講演があ
った。さらに第３部では、キタテ
ック社のH. Obrai 社長からイン
ドで ITに次ぐ新興産業となって
いる「バイオテクノロジー産業の
概観」について、科学技術政策研
究所桑原輝隆総務研究官から「論
文分析に見るインドの科学技術の
動き」について、また、インド科
学技術省から竹応用ミッションデ
ィレクターに任命されているV. S. 
Oberoi 氏から「竹の応用に関する
学際的な研究開発」についての講
演があった。
　最後に、科学技術政策研究所國
谷実所長からの閉会挨拶として、
日印関係の次のステップへの期待
とともに、特に「インドから日本
への留学生が非常に少ないことに
ついては対策を考えていくべきで
あろう」との意見が述べられた。ま
た、セミナー後のレセプションでも、
インド人参加者も含めてディスカ
ッションが続けられた。
　ここでは各講演の論旨を記す。
各講演のプレゼンテーション資料
については報告書１）をご覧いただ
きたい。
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図表１　インドに関する基礎データ
正式国名：インド共和国（Republic of India）
蘆議会制の政治体制を採用（二院制）
蘆 25の州および中央政府に管理された７つのユニオン領地の連邦
大統領：アブドゥルカラム
副大統領：バイロン・シン・セカワット
首相：マンモハン・シン
面積：3,287,263km2
首都：ニューデリー（New Delhi）
人口：約10億 8000万人
公用語：ヒンディー語。英語も日常的に使用
通貨：１ルピー＝100イサ
経済指標：GDP：約 1.5 兆 US$（購買力平価）、GDP成長率：約７％
主要貿易相手国（2004年）
輸出：米国、UAE、中国、シンガポール、香港、英国…（日本は10位）
輸入：中国、米国、スイス、UAE、ベルギー、独…（日本は 10位）
インド人のノーベル賞受賞者： ７人（生理学・医学賞１、物理学賞２、経済学賞１、
文学賞２、平和賞１）
■日印関係
日本との時差：－3.5時間
為替レート：１ルピー＝約2.6円（2006年３月現在）
最近の日本の要人のインド訪問
2005年： 小泉総理・麻生総務相・谷垣財務相・中川経産相・竹中金融担当相・川
口総理補佐官・谷川外務副大臣・福島外務大臣政務官
2006年：麻生外相
日印二国間条約・取極： 平和条約、航空協定、文化協定、通商協定、租税協定、科
学技術協力協定等
外務省ホームページなどから抜粋
　以降の各講演を理解するための
基礎データとして、図表１および
２が紹介された。国土面積および
人口とも日本の約９倍であること
を念頭におくと、インドのスケー
ルを理解しやすい。日印科学技術
協力協定は1985年に締結されてい
る。また近年は、首相をはじめ日
本の要人がインドを訪問する機会
も増え、日印の科学技術に関する
パートナーシップ強化の方向性が
示されている２）。
2   インドに関する基礎データ　奥和田久美 科学技術政策研究所上席研究官 蘆蘆蘆蘆蘆
図表２　インド共和国とその周辺国
３‐１
インド経済の大きな変化
Mr. A. K. Thakur
駐日インド大使館公使
（経済・商務）
　インド経済は着実に成長してい
る。独立後 30年間の民主主義国
家としての産業基盤への公共投資
と1980年代の経済改革の結果とし
て、80 年代以降、GDPの伸び率
が急速に向上し、現在は 7.5％程
度を達成、今後、10％程度まで上
がることも予測されている。国民
一人当たりの所得および貯蓄も80
年代後半から順調な成長を示し、
3   各講演の概要（講演順）蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
90年以降は国内の投資・貯蓄も安
定して、対GDP比 20％以上とい
う水準を維持している。これが国
内の大きな投資資金へと循環し、
大きな国内市場の形成へとつな
がっている。すでに中所得層が約
３億人規模に達し、年７～８％で
増加しており、これが海外の投資
国から見て魅力となる大きな成長
市場を提供している。開放経済と
効率的な金融部門が信頼され、国
外からの投資も盛んになり、この
１年半の間に日本からの証券投資
も急激に増加した。輸出入は2000
年代に入って増加したが、経済が
成長中であるため、特に輸入の増
加が顕著であり、今後しばらくこ
の傾向が続くと予想される。イン
ド経済では、特にサービス産業が
大きな成長を遂げており、最近は
それが製造業の伸びも牽引する形
になっているのが健全な変化であ
る。また、人口動態的に若い国で
あり、国民の半数（約５億人）が
25 歳以下であることにより、高
齢化の進む他の国々とは補完関係
を築きうるであろう。しかも、相
対的に割安ながら優秀な頭脳を持
ち、スキルが高く英語が堪能な人
材が豊富である、という強みも持
っている。今後の日印関係の拡大
は大歓迎であり、特に、インド国
内に、制約のほとんど無い経済特
区（SEZ）を数多く設ける計画に
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対して、日本からの多くの投資を
期待している。
３‐２
インドの科学技術について
Dr. V. Shanker
駐日インド大使館参事官
（科学技術）
　紀元前 2500 年頃のインダス文
明から始まるインドの歴史では、
紀元前700年頃には、60科目以上
を学べる、学生数 10,000 人以上の
大学が存在していた。紀元前から
医学・冶金学が発達し、また、数学・
天文学などの基本概念にも偉大な
科学者を出して、ゼロの概念や円
周率πの正確な値を導いた。現在
もその伝統は続いており、物理や
宇宙の進化論などで革新的な科学
者を数多く輩出している。1947年
の独立後、50 年の間に徐々に社
会基盤が整備され、海外依存を小
さくする努力がなされてきた。現
在、国連の定義上ではまだ発展途
上国であるが、英国連邦諸国にお
いては、すでに科学先進国と見な
されている。科学技術指標として
は、科学技術人材が約 1,000 万人、
このうち研究開発人材は約 30万
人（そのうち女性は３％程度）で
ある。年間の研究開発支出は 44
億US＄相当（2004 ～ 05年）で、
これは対GNP比 0.83％に当たり、
そのうち政府出資比率は約84％で
ある。日本を含む 56カ国と２国
間協力を提携しており、地域協力
や多国間協力も進めている。
　将来の科学技術の方向性を示
すため、インド政府は「Science 
& Technology Policy 2003」３） を
発表した。インドの現在の科学技
術体制は図表３、主要政府機関は
図表４で表される。科学技術関連
政府機関のなかで研究開発におけ
る中心的役割を担っているのが、
1971 年設立の科学技術省科学技
術局（Department of Science & 
Technology：DST）である。国
の長期ビジョンとしては「India 
Vision 2020」４）がまとめられ、こ
れに基づいて、DST の情報技
術予測評価委員会（Technology 
Information, Forecasting & 
Assessment Council：TIFAC）５）
から「Science and Technology in
 India‐Achievements, Capabilities 
& Vision」６）も出されている。
　政策決定においては、科学技
術関連のデータベースの整備と維
持が重要視されており、各省庁は
それぞれデータベースセンターを
持っている。科学技術情報に関す
る国家システムとしてはNational 
Information System for Science 
and Technology（NISSAT）が運
営されている。特に、情報通信省
の国立情報学センター（National 
Informatics Center：NIC） は 重
要な拠点であり、ネットワークを
構築して、各省庁や関連組織への
情報サービス、マネジメントシス
テムの開発、分析あるいはモデリ
ング、トレーニングなどを担って
いる。科学アカデミーの中で主要
な組織は Indian Science Congress 
Association（ISCA）で、1914以来、
毎年総会を開催しており、首相が
この総会の議事を進めることにな
っている。
　研究開発の分野例として、イ
ンドにとって最も重要な農業分
野を紹介する。かつて輸入依存
であった食料自給率が 100％にな
ったことは、独立後のインドの
最大のサクセスストーリーであ
る。農業分野の教育および研究
は、1929 年設立の Indian Council 
of Agricultural Research（ICAR）
がリーダーシップをとっている。
43研究所、４つの国立研究局、20
の国立研究センター、９プログラ
ムの理事会、70 の全インドレベ
ルの研究プロジェクト、109 の農
業センターで研究が行なわれてい
る。ICARは農業教育カリキュラ
ムも策定しており、26 の農業大
学、４つの国立研究所で実施され
ている。インドは森林・湿地・海
洋に非常に多くの生物種を有して
おり、生物多様性が重要視され、
種々の遺伝子バンクも設立されて
いる。また、環境森林省のもとで
も動植物の資源の記録がとられて
いる。
　科学技術の成果を経済・環境・
社会のメリットとして国民のた
めに最大限にしていくために、科
学産業研究局に科学産業研究委
員会（Council of Scientific and 
図表３　インドの科学技術体制
図表４　科学技術の主要な推進機関
Major Scientific Agencies
Defense Research and Development 
Organization
Council of Scientific & Industrial Research 
Department of Atomic Energy
Department of Biotechnology 
Ministry of Information and Technology 
Ministry of Ocean Development 
Department of Science & Technology 
Department of Space
Indian Council of Agricultural Research 
Indian Council of Medical Research
Ministry of Environment & Forests
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Industrial Research：CSIR、1942
年設立）があり、科学技術のほぼ
全ての側面をカバーするグローバ
ルプレーヤーとなっている。例え
ば、1970 年代のインドでは乳幼
児用ミルクやベビーフードが不足
していたが、他国籍企業の進出を
阻止し、国内で製造工程を開発し
て、企業組合にその知識を伝達す
ることで国内産業化を成功させ
た。CSIR では、同じような産業
振興を、安全な触媒・エイズ対策
の医薬品・大型スーパーコンピュ
ータ・竹の応用・ハイドレードの
資源化などの分野でも行なおうと
している。このほか、原子力エネ
ルギー局は原子力産業の数多くの
研究センターをもち、その中から
スピンオフ技術も生まれている。
宇宙関連技術もインドにとって重
要であるが、自立した形で研究開
発し、その宇宙技術を国民のため
に使っていく計画である。2025年
までのインドの宇宙開発計画のロ
ードマップが作成されている。ま
た、医学分野ではインド医学研究
評議会（Indian Council of Medical 
Research : ICMR）が調整役とな
っている。
　インドは、基礎研究という意味
では、世界のトップクラスにある
と自負している。現在の競争経済
においては、科学技術は国の発展
のために欠かせないものである。
日印両国は共通の関心事に対して
の共同プロジェクトを立ち上げ、
両国それぞれのニーズに応えてい
くべきではないかと考えている。
３‐３
インドの ICTにおける教育・
研究開発・その利用
Dr. B. K. Gairola
インド情報通信省
国立情報学センター副所長
　インドの ICTの歴史を振り返
ると、まず、独立後にインド工科
大学などを立ち上げ、コンピュー
タサイエンスを研究しはじめた。
70 年代に入ると市販品のハード
（コンピュータ）が入手できるよ
うになり、物理・化学・工学系の
演算に用いられるようになった。
80 年代はコンピュータの調達が
盛んになり、研究開発拠点は教育
とともにサービスを提供し、研究
開発を受諾する場となった。この
時期は主に研究開発志向ではあっ
たが、同時に ICT人材の雇用も
始まり、アプリケーションだけに
集中した短期教育コースも開始さ
れた。また、同時期に、学部ある
いは修士を終えた学生が米国に留
学するようになり、一部は研究者
や民間エンジニアとなって米国内
に残り、米印間に大きなつながり
が生まれた。これが大きな強みと
なり、インドは米国のバックヤー
ドという存在になり、結果的にこ
れが大きな転換点となった。ICT
人材の需要が拡大したため、教育
制度も開放・自由化が必要になり、
私立のエンジニアリングカレッジ
も生まれた。これは現在、年間約
20万人のエンジニアを輩出するま
でに成長している。90年代に入る
と、世界のどこからのアウトソー
シングに対しても自信を持って応
えられるようになり、2000 年代か
らは独自のソフトウェア開発も開
始している。今では、米国企業と
インド企業との間には強固な信頼
関係が出来上がり、米国の生産性
を上げるためにはインドに委託し
たほうがよいという状況になって
いる。
　インドの ICT教育は小学校か
ら開始される。現在、インドには
１億 1,500 万人の小学生がいる。
連邦政府・州政府は、過去 15年
間、小学校のコンピュータインフ
ラ整備を進め、グラフィクスやワ
ードプロセッサなどのアプリケー
ションに馴染ませることを目標に
してきた。英語を話す国民は多い
が、22 のローカル言語にも対応
する努力をしている。中学生は
4,500 万人おり、その 40％程度が
コンピュータを使用して、データ
ベースの使用法や簡単なプログラ
ミングを学んでいる。高等学校の
生徒は 3,000 万人であるが、高等
学校ではHTML、SQL、Ｃ言語
や JAVAなどを教えている。ICT
人材を輩出するために最も重要な
教育機関はカレッジである。１万
6,000 カレッジのうち技術系が約
1,500 で、1,000 万人の全学生数の
うち、コンピュータサイエンス
あるいはエンジニアリングを専攻
しているのは 20万人程度である。
ICT人材需要が大きいため、他分
野の人材を食ってしまっている状
況である。カレッジのカリキュラ
ムレベルは世界のトップクラスと
言える。インドの人口の半数が25
歳以下であるが、そのうちの最も
優秀な若手人材が ICTを専攻し
ていると言っていいだろう。200
カレッジには大学院があるが、大
学院はまだこれからの拡大が必要
である。このほか産業界でも、か
なり多くの企業が企業内の特定コ
ースをもち、国もこれらに対して
認定制度を設けている。人材需要
が非常に大きいため、企業側が受
講生の費用を負担する形で従業員
の育成を行なっている。
　インドにおいて、ICT人材育成
の最終目標は、知識経済への移行
である。ICTは、まず国内生産性
を高めるためのツールであり、次
に価値連鎖や知財の増大を狙い、
最終的にはインドをサービスのハ
ブとしていくための手段となるだ
ろう。ICT教育はイノベーション
を生み出し、インドを知識社会へ
と導くものである。まずは大きな
需要に応えるだけの人数を供給し
なければならない。しかし、教育
内容と産業界の要求レベルは乖離
しているため、現在は産業界の要
求レベルまで教育できる教職員の
育成に力を入れている。インター
ンのような制度や互いに教え合う
ピアグループ学習（Peer Group 
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Leaning）も有効と考えられるが、
そのためには十分なネットワーク
整備が必要である。
　研究開発には、既存の枠を超え
た革新性と創造性が求められてい
る。反復仕事をこなす能力だけを
教育しても、これらは生まれない。
我々は、教育・研究開発・その利
用の３つのコンポーネントは、オ
ンラインで統合して行なわなけれ
ばならない、という教訓を得てい
る。また、製品志向からサービス
志向への転換が起こっており、オ
ープンスタンスへの方向性も研究
開発における重要な視点である。
特に、ICT分野の研究開発では、
完璧主義よりもプロトタイピング
の迅速性のほうが重要である。イ
ノベーションの枠組みには、創造
とともに普及や吸収のプロセス
も必要であり、これらは創造より
も時間がかかる。我々はこの両方
をやっていかなければならない。
ICT分野のフロンティアとなる研
究やブレークスルータイプの研究
だけでなく、発展中の他の先進分
野や社会構造の最下層のための研
究（例えば、小学生向けのアプリ
ケーションソフトウェアなど）も
非常に重要である。研究開発投資
額について言えば、インドの研究
開発投資額は欧米や中国に比べて
非常に小さい。そのなかでも、情
報通信省の予算は他分野に比べれ
ば極めて小さい（図表５）。しか
し、インドが ICT分野の研究開
発を海外からアウトソーシングさ
れることにより生まれた市場は、
2003年には13億US$であったが、
2010 年には 91億US$程度になる
と予想される。
　ICTの活用先は、政府、産業界
（国内市場）、輸出の３つに分けら
れる。ICTの輸出市場は現在 180
億 US$ であるが、今後２年ほど
で 500 ～ 600 億 US$ までに伸び
るとされている。人材のほとんど
が輸出向けに当てられる状態が当
面続く。国内市場はまだ小さいた
め、まずは政府による技術導入が
牽引役にならなければならない。
ｅ政府は、政府の生産性・透明
性・市民サービスの向上を図るも
のである。５年ほど前から、政府
は市民を管理するのではなく、サ
ービスを提供するという方向へ視
点を変えている。インドは多様な
国であるため標準化図ることが非
常に難しいが、インフラを共有し
標準を設けることは今後必須とな
る。ICTのための環境整備はまだ
極めてわずかである（ex. PC普及
率 0.8％、インターネット普及率
0.4％など）。インドが知識社会へ
移行するためには、イノベーショ
ン環境の整備を進めていかねばな
らない。
図表５　 Growth in R&D Expenditure of Selected Central Government Scientific Agencies
 (approximate numbers)
DRDO：Defence Research and Development Organization（防衛研究開発機構）
DOS：Depertment of Space（宇宙局）
ICAR：Indian Council of Agricultural Research（農業研究委員会）
DAE：Department of Atomic Energy（核エネルギー局）
CSIR：Council of Scientific and Industrial Research（科学産業研究委員会）
DST：Department of Science & Technology（科学技術局）
ICMR：Indian Council of Medical Research（インド医学評議会）
MICT：Ministry of Communication and Information Technology（情報通信省）
科 学 技 術 動 向　2006年 8月号
36 Science & Technology Trends   August  2006 37
 「注目すべきインドの発展と科学技術との関係を探るセミナー」
３‐４
インド高度人材の活用と
日印関係の拡大
小島　眞
拓殖大学大学院 国際協力学研究科教授
　インドの産業のなかでも1990年
代以降の IT産業の成長は目覚し
く、現在、売上高の対GDP比は
４％を超えるまでになっており、
その80％以上をソフトウェアが占
めている。ITサービスの輸出は、
90年代は年率 50％、2000 年代も
年率 30％で成長し、現在、輸出全
体の20％を越えて最大の輸出産業
となっている。また、最近の IT
産業の内訳は多様化しており、ソ
フトウェアサービス・事務委託・
設計等のエンジニアリングや研究
開発サービスなどがあるが、特
に事務委託の伸びが顕著である。
ITサービスの輸出は、今後も年
率28％程度の伸びが予想されてお
り、2010 年までに 600 億 US$ 程
度の規模まで成長し、対GDP比
は７％程度に達し、輸出全体の
30％を占める見込みである。
　インドのソフトウェア産業は
3,000 社以上の企業から成るが、
トップ５で輸出の46％を占めてい
る。これに多国籍企業の30％を加
えると、全体のおよそ 70％が民族
系企業ということになる。No.1 の
タタコンサルタンシー社は全世界
に 5万 5,000 人の従業員をもつ大
企業に成長している。
　インドの IT産業は、米国との
太いパイプがベースになってい
る。インド系の米国在住者は 200
万人以上と言われており、米国の
就労ビザのうち技術者などが取得
するH1ビザの 36％程度（2003年）
をインド出身者が占めている。イ
ンド系の米国在住者は、米国全体
の平均より高い所得を得ている。
シリコンバレーだけでも 30万人
程度の在住者がおり、この地の新
興企業の15％程度がインド出身者
の起業によるとされている。米国
企業は 90年代から海外へのオフ
ショアリング（海外アウトソーシ
ング）をはじめたが、ITのオフ
ショア先の８割はインドであると
言われている。インドから見ても、
ソフトウェア輸出の７割は米国向
けである。米国企業のインド進出
も活発で、インド国内に多くの雇
用機会を生んでおり、IBM社だ
けでもインド国内で 3万 5,000 人
を雇用している。世界の中で見て
も、ITのオフショア先としての
インドは非常に大きな地位を占め
ており、世界全体の ITサービス
の 65％、事務委託の 46％がイン
ドである。
　このようなインドの優位性の要
因は、豊富な高度人材、すなわち、
非常に数多くの理工系人材、英語
の堪能な学卒者、国際経験の豊か
なマネージャークラスの輩出にあ
る。加えて、企業における業務管
理能力（プロジェクトマネジメン
ト能力）の高さ、ソフトウェアの
品質管理も、国際的に高い評価を
受けている。ソフトウェアの品質
基準であるCMNというレベルに
おいて、最高段階のレベル５に認
定されているインド企業は現在85
社であるが、これは世界で最も多
く、1/3を占める。毎年、15万人
程度の IT技術者が新規雇用され
ており、現在、全世界でオフショ
アリング可能な IT人材の 28％程
度はインドにいるだろうと言われ
ている。しかし、それでも今後の
需要の伸びには追いつかず、今後、
50万人程度が不足すると推計され
ている。需要拡大のため、所得の
伸び率も年16％程度と大きい。
　アジアに目を向けると、イン
ドは日本以外の東アジアとの関係
拡大において顕著な動きが見られ
る。すでに中印貿易は日印貿易の
２倍以上、韓印貿易も日印貿易に
迫る水準である。現在、インドの
貿易相手国として日本は 10番目
であり、90 年代は５％程度であ
った日本のシェアは 2.5％程度に
下がっている。日本からの直接投
資も減少傾向にあったが、2005年
からは再度拡大しそうな気配も見
られ、インド進出企業数が増加に
転じている。現在、日本から最も
活発化しているのは証券投資であ
り、直接投資をかなり上回り、47
億US$に達している。
　以上のように、貿易や直接投
資という意味では、実質的な日
印関係は拡大しているとは言いが
たい。しかし、ハードに強い日
本とソフト強いインドは、潜在的
には補完関係を持っている。日本
は IT人材の不足に直面しており、
この問題は、今後、少子化など
の影響でますます深刻化する。ま
た、数だけではなく、プロジェク
トマネージャー、特に高度な IT
技術を駆使して企業経営を実施で
きる人材、いわゆる CIO（Chief 
Information Officer）を担えるよ
うな人材が極めて不足している。
日本は「ものづくりの国」と言わ
れるが、例えば、重要性の増して
いる組み込みソフトウェアの開発
人材は 7万 5,000 人程度も不足し
ているという統計も出ている。こ
れには国内の人材育成とともに、
海外の IT人材の活用という選択
が必須である。その場合、中国
とインドの比較が気になるところ
であるが、中国のソフトウェア規
模はインドを上回るものの輸出が
10％程度しかないため、輸出とい
う点では圧倒的にインドが強い。
しかし現在、日本からは、中国に
対してインドに対しての３倍もの
アウトソーシングが行なわれてい
る。インドから見ても日本向け輸
出はわずか３％程度である。今後、
日印間の IT協力を推進するため
には、双方の意志の疎通、特に、
言語や文化に対する理解が不可欠
であり、両方の言語や文化に精通
したブリッジソフトウェアエンジ
ニアの存在が必要であろう。しか
し、インドから日本への留学生は
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中国の１/200、バングラデッシュ
の４割程度、スリランカよりも少
なくネパールと同じくらいという
数である（図表６）。インドから
見た日本の大学の魅力を増し、留
学生の受け入れを拡大することが
まず重要であろうと考えられる。
３‐５
インドにおける数学教育と
研究
Prof. B. Chandra
インド工科大学デリー校　数学科長
　数学というのは文明の基本であ
る。誰であっても数学という普遍
的な言語から恩恵が受けられ、あ
らゆる種類の科学・工学・経済あ
るいは金融・生物学などにおいて、
高度なレベルの研究は数学の応用
無しには不可能である。数学の役
割は非常に広範である。インドは
数学において卓越な歴史を有して
いる。ヴェーダ（Vedic）数学は
古代インドのグルクルという教育
システムの本質部分であり、古代
の数学をリードしたリーダーも多
い。20世紀にインドの数学の栄光
は復活し、著名な数学者を多く輩
出した。インド統計研究所（ISI）
が創立され、その後もインド工科
大学（IIT）をはじめ、タタ研究
所などの基礎研究機関も創立され
た。IITはインド内の７箇所にあ
る国立の教育研究機関であるが、
毎年約 100 万人の受験者があり、
そのうち 3,500 人が入学できる。
７箇所全ての IITが数学科を有し
ており、私の居る IITデリー校も
数学科の学部・大学院が全ての数
学領域をカバーしている。数学科
は大きく分けて、「純粋数学」「応
用数学」「統計とオペレーションリ
サーチ」「コンピューティングと数
学関連領域」の４つに分類してい
る。最近要望の高まっている金融
数学のプログラムも提案中である。
数学科は女子学生に人気があり、
数学科の修士課程の60％、博士課
程の75％は女子学生で占められて
いる。代数・トポロジー・生物数
学などは、特に女子学生に人気が
ある。
　数学の研究開発を推進する政
府機関はMSO（Mathematical 
Science Office）であり、1994 年に
科学技術局（DST）の中に独立部
門として設立された。基本的に、
国家数学教育研究委員会・国家数
学委員会・中央計画委員会の数学
タスクグループなどの勧告を遂行
しており、特定R&Dプロジェク
トも支援している。また、原子力
局の中にも高等数学を扱う機関
（NBHM）があり、財政支援のほか、
数学オリンピックなども開催して
いる。その結果、インドは数学の
論文数において世界平均の２倍以
上を出しており、多くの国際研究
も行なわれている。インドの学校
教育のなかでは、第 10学年まで
の基礎レベルの間に数学と理科を
必須科目としている。第 11、12
学年では公的試験の結果によって
専門コースに分かれるが、数学を
選択しない学生は少数である。特
に最近、学生たちの間では、数学
は面白い学問であるとみなされて
いる。最近の傾向として、計算機
科学を用いたバイオロジー・金融
数学・コンピュータ科学などの分
野で、特に数学の役割が重視され
ている。例えば、バイオロジーで
はデータマイニング・樹木法など
の種々の統計解析が、また、金融
数学では経済理論ツールおよびポ
ートフォリオ・リスクマネジメン
ト・シナリオシミュレーション・
確率論などを用いた定量分析やモ
ンテカルロシミュレーションによ
る最適化などが重要な手法となっ
ている。
　若い世代への効果的な数学教育
は世界中で共通の課題となってい
るようだが、数学の探求が現世界
と懸け離れて、若い世代が数学を
つまらない科目であると感じてし
まうところに問題がある。これを
解決する革新的な教授法として、
数学の教育コースに数学研究室を
付随させ、研究室の中で学生に応
用を実践させることを提案する。
具体的に数学をどう使っていくか
という、学習の意味を実感させる
ような経験型の教育によって、学
生の数学への関心をより高め、身
に付けさせることができる。デリ
ーのトップクラスの教育機関は、
この方法を取り入れている。
　我々インドの数学者は、日本の
大学や研究機関との共同研究も強
く望んでいる。
３‐６
インドのバイオテクノロジー
産業の概観
Mr. H. Obrai
インド ITクラブ・キタテック社長
　インドでは、ITの次のブーム
はBT（バイオテクノロジー）で
あると言われている。
　今のところ、製薬業とBT産業
とは別々に考えられている。製薬
業界は、2004年度にすでに、前年
比 6.4％増の 60億US$の売上げが
あり、そのうち 37億 US$が輸出
分であり世界の 65カ国に輸出さ
れている。米国FDA承認の製造
図表６　日本への留学生数（2005 年５月現在）
Undergraduate Graduate Total
China 47,654 17,262 62,916 
India 108 256 364
Bangladesh 129 799 928
Sri Lanka 213 245 458
Nepal 124 238 362
学校基本調査報告書（平成 17年度）を基に講演者が集計
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施設は、米国以外では、現在、イ
ンドに最も多く存在している。イ
ンドの製薬産業は、2010年頃には
250億US$程度まで成長すると期
待されている。一方、BT産業は、
特定の生物系や酵素を扱う企業、
遺伝子工学・細胞培養・微生物・
生化学などを扱う企業、およびバ
イオインフォマティクスを扱う企
業などを指しており、創薬・サー
ビス・農業・工業・情報の５分野
に分けられる。この５分野の総計
は現在 10億 US$程度の規模であ
り、創薬がその 80％を占めてい
るが、伸び率という点では遺伝子
組み換え作物などによる農業分野
の伸びが目立つ。BT産業全体の
42％が輸出向けであるが、IT主
導型分野は輸出の割合が高く、臨
床検査などのサービスは92％、イ
ンフォマティクス分野は72％が輸
出となっている。インドの新薬検
査・バイオ研究・計測・データ管
理などの企業は特に注目されてお
り、インドはすでに、これらが非
常に活発な国となっている。また、
ワクチン生産・組み換え治療薬・
モノクローナル抗体においても注
目すべき国となっている。この５
分野の総計は、今後も年率30％以
上で伸び続け、2010年頃には50～
70 億 US$ まで成長すると期待さ
れている。したがって、製薬産業
と合わせれば 300 億 US$ 以上の
産業規模になると予測されている
のであり、同時期の IT産業の 1/2
程度の規模に達することになる。
　特に今後、インフォマティクス
分野は「バイオ IT」という意味で、
IT産業の成功を繰り返すことが
できるのではないかと期待されて
いる。知財問題は改善が図られ、
政府からの戦略的支援もあり、バ
イオ ITパークも設置されている。
この分野のハブとなっている地域
はハイデラバードである。バンガ
ロールは「インドのシリコンバレ
ー」と呼ばれているが、これに対
してハイデラバードは「インドの
ゲノムバレー」である。
　BTの研究開発は資本集約型
で、まとまった研究開発資金を
要する。したがって、BT研究開
発に対して政府の役割は大きく、
科学技術省バイオテクノロジー
局（DBT）が積極的に問題の洗
い出しや 10カ年計画作成などを
行なっている。政府系研究機関
としては、CSIR のなかにトップ
クラスの研究所と地域センター
がある。一方、業界から委託を受
けて研究を行なう独立法人の研究
機関もある。インドは知識社会へ
の移行を目指しているが、バイオ
テクノロジーはまさに知識集約型
の分野である。当然この分野の教
育にも力が入れられており、私立
系大学のカリキュラムも充実して
いる。しかし、大学を出たばかり
で、この産業分野にすぐに貢献で
きる専門家にはなれない。そこで
大学と産業界をつなぐインターフ
ェースの役割としてバイオジーン
（BiOZEEN）も設立された。これは、
バイオテクノロジー産業に役立つ
プロフェッショナルを養成する中
間的な機関である。
　この分野の日印関係を積極的に
進めているのは、日本ではC日
本貿易振興機構（JETRO）であ
り、インド側は経団連に相当す
るインド工業連盟（CII）やイン
ド商工会議所連盟（FICCI）、また
新興企業の組織としてはABLE
（Association of Biotech Led 
Enterprises）である。実際に日本
企業と手を組みたいと手を上げて
いるインド企業もいくつかある。
３‐７
論文分析に見る
インドの科学技術
桑原輝隆
科学技術政策研究所　総務研究官
　科学技術政策研究所では、科
学技術論文のデータベース分析か
ら、日本と他の国々を比較して、
日本の強み・弱みを見出す試みを
行なっている。このような方法で
インドの科学技術を見る場合、イ
ンドが一番強みを持っている IT
分野では論文というものの重要性
が高いわけではないため、インド
の実力を過小評価してしまう可能
性もあるが、その前提を踏まえた
うえで論文分析結果を紹介したい。
　インドは、英文論文量の世界シ
ェアという意味では、この 20年
間、大きなポジションの変化は無
かった。しかし例えば、薬理・毒
性学では 90年以降に他のアジア
諸国と同じように世界シェアを伸
ばしてきており、これらの地域の
バイオテクノロジー分野の発展と
の関連がうかがえる。一方、被引
用数が上位10％に入る論文数だけ
を取り出したデータベースによれ
ば、インドの世界シェアは数学・
物理・工学において上昇中であり、
これらの分野で質の向上があった
ものと推測される。ポートフォリ
オ的に見ると、インドは化学・材
料科学・物理などが相対的に強い
が、伸び率では材料科学とともに
医薬分野で伸びが見られている。
　また、科学技術政策研究所で
開拓した論文分析手法「急速に
発展する研究領域」７）によれば、
インドは基礎物理学、特に核物
理学の領域に存在感を示してい
る（図表７）。このような急速に
発展する領域の論文を詳しく見て
みると、例えば超対象性理論の研
究領域などではインドと日本の共
同研究が活発である。
３‐８
21世紀の竹：
インドにおける開発と
イノベーション
Mr. V. S. Oberoi
インド科学技術省
竹応用ミッションディレクター
　インド科学技術省には、技術
の予測・評価を行うTIFAC５）と
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呼ばれる組織があるが、「India 
Vision 2020」４）に示された内容を
単に予測と評価にとどめず、学際
的研究を取り入れた新しいプロジ
ェクトモデルを作り、実際の応用
例を数多く見出そうとしている。
竹応用ミッションはその一例で
ある。
　竹はイネ科の植物で、どのよう
な地形でも気候でも育ちやすく、
丈夫な材料である、成長が極めて
速く、毎年収穫しても再生可能な
資源であり、伝統的な竹の応用につ
いては 1,500 以上が文書化されて
いる。竹を資源と考えた場合、イ
ンドは世界第２位の資源国である。
　インドが竹に注目した最大の理
由は、1997 年、インド最高裁が、
過度の搾取を懸念して木材の伐採
を禁じたことにある。この判断に
より、合板あるいはパネル材業界
では 400 社閉鎖し 9,000 人もの失
業者が出た。２番目の理由は、竹
は全国に豊富に有るにもかかわら
ず十分生かされていない資源であ
ること、３番目の理由は、特にイ
ンドの貧しい地域に多く存在する
資源であることである。竹は何千
年にも渡って使われてきた材料で
あるが、このプロジェクトでは伝
統的な利用以外の新しい使用方法
を生み出そうとしている。空洞で
ある竹を輸送するのは無駄であり、
可能な限り栽培地の近くで価値と
雇用を創出すべきである。また、
竹の節は竹加工の際に無駄になり
がちであるが、その無駄が生じな
い方法を考えることも必要である。
　最初の実施例は、木材の代替
として、裁断した竹を樹脂とプレ
スして建築材とする活用例であっ
た。ここでは、化学・機械工学・
土木などの学際的研究を必要と
し、固い竹を加工する加工機械も
開発された。３時間程度で組み立
てられる 100％竹材の軽量プレハ
ブ住宅は、まず被災地で活用して
みた。構造材としては、EUなど
で検討されている自動車用ガラス
ファイバー削減に対応する竹繊維
の代替も研究している。一方、イ
ンドではタケノコを食べる習慣
がないが、バイオテクノロジーの
研究者によって、たんぱく質を含
み、発ガン抑制効果もあるタケノ
コを、輸出用の食用生産すること
が試みられた。さらに節などの部
分を無駄にしないために、これを
バイオマスとした 50k～ 1MW級
のガス化装置が開発された。軍の
依頼により、5kW級の可動性シ
ステムも実用化された。ガス化の
際には副生成物として木炭も得ら
れるが、発電と木炭生成のバラン
スの最適値を模索した。このほか、
竹の植林による防砂、葉の有機肥
料化、とげのある種の有刺鉄線と
しての利用、地下茎を利用した土
壌の安定化、低価格の補装具等へ
の応用も試みている。インドの竹
には、成長は早いが開花も早い種
が30％程度あり、この種は早いサ
イクルで発電や木炭化を考え、逆
に開花周期が長い種などでは、接
ぎ木による育成のほか、組織培養
なども検討している。竹の遺伝子
工学にも着手したところである。
　このように、あるモデルに対し
学際的に取り組むことで、科学技
術によるイノベーションを見出そ
うという検討のひとつが竹応用ミ
ッションである。
図表７　 インドの研究開発機関が存在を示している「急速に発展しつつある研究領域」７）
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　以下に、科学技術政策に関わる
質疑応答を取り上げておく。
①女性科学者を振興するような
　計画はあるか
　現在は、女性研究者は３％程度
であるが、対等な機会が与えられ
ており、女子学生の研究開発に対
する関心は高まる傾向にある（by 
Dr. Shanker）。
②海外で活躍するインド人科学者
　はどの程度か
　1950 年代からエンジニアを海
外に送り出してきたが、現在１万
人／年程度の研究者あるいは技術
者が海外へ行っている。累積では
100 万人程度に達していると思わ
れるが、その半数は ICT人材が
占めている（by Dr. Shanker）。
③ 「India Vision 2020」作成の
　狙いはなにか
　インドの将来ニーズを満たすた
めの科学技術インフラを整備する
ことである。統計を統合すること
により、重複した研究を避ける狙
いもある（by Dr. Shanker）。
4   科学技術政策に関わる質疑応答から 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
④インドの人口増加に対応する
　科学技術政策はあるか
　人口の伸び率は 70年代までの
2.5％程度から、現在 1.7％までに
下がっている。人口動態学的には、
2030 年頃に 13億人程度でピーク
を迎え、人口が減少するのは2050
年頃と予測されている。これまで
政府が最も目を向けてきたのは農
村地域であり、科学技術によって
農業生産性を高める、あるいは農
業所得を高める、といったことが
望まれてきた。もちろん人口増加
自体は望ましいことではないが、
これまでは深刻な問題として捉え
られてきた人口問題が、現在では
インドのアドバンテージであると
いう考え方も出てきている。地球
の全人口の1/6を占めるというこ
とにより、サービスおよびモノの供
給の多くをインドが担うことがで
きるはずであり、今後のグローバル
化のアジェンダに関わっていける
ものと考えられる。また、豊かさが
少子化に繋がっていくということ
は世界各国で見られている現象で
あり、インドもいずれそうなってい
くと思われる（by Mr. Thakur）。
⑤インドからの日本への留学生の
　少なさは、言語の問題のみで
　解決するか
　言葉のバリアは大きいと考え
られるので、通訳やその他の何ら
かの方法で軽減できれば、大きな
進歩が得られると思われる（by 
Prof. Chandra）。英語の問題だけ
ではなく、ODAによる留学生支
援がインドには適用されていな
い、などという資金面の環境にも
問題があると思われる（by Prof. 
Kojima）。
⑥ 日印間の橋渡しになる人材育成と
しては、日本からインドへ留学さ
せることによって、インドの優れ
た数学やソフトウェアを学ばせる
ほうが効率的ではないか
　2005年の小泉首相の訪印後、日
印交流が強化されている。すでに
日本企業からの若いエンジニア派
遣も毎年 100人単位で始まってい
る。また、日印の大学間あるいは
研究機関間ではMOUが提携され
始めている。あと数年も経てば、
なんらかの効果が現れてくると
思われる（by Dr. Gairola and Mr. 
Obrai）。
5   まとめ 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　近年の世界の中でのインドへの
注目度からすると、科学技術に関
する日印の情報交換の場は極めて
不足している。今回のセミナーの
ように、インド大使館関係者およ
びインド本国からの招聘者から直
接に情報を得る機会は、インドの
発展と科学技術との関係を知るう
えで、さらに今後の良好な日印関
係を考えるうえで、非常に有意義
なものと思われる。科学技術政策
研究所では、今後もなんらかの継
続の機会を考えていきたい。
　特に、今回のセミナーでは、近
年注目されているインドの ICT
産業やバイオ産業の大きな発展
が、かつてインドから米国へ渡っ
た留学生がもたらした米印間の人
的交流効果に依るものであること
が明らかにされた。インドから日
本への留学生数の異常な少なさが
続くようでは、科学技術の日印交
流が自然に増加していく可能性は
極めて低い。この点については、
具体的促進策を考えていくべきで
あろう。また、今後の日印間では、
両国の強みに補完関係があること
に注目した交流強化が望ましい方
向性と考えられる。
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